
最近よく報道されて
いるように、２０００年問
題とは、コンピュータ
ーの西暦年数を認識す
るシステムが、１０年ほ
ど前までの大半の機種
が下２桁のみで認識す
る（例えば西暦１９９９年
なら「９９」）仕組みにな
っているため、１９９９年
から２０００年になる際、「００」年を２０００年ではな
く、１９００年と誤認し、正しく作動しなくなるこ
とから生ずる問題である。現在、コンピュータ
ーは我々の生活全般に深く係わっており、２０００
年問題が原因となって我々の生活や活動面にお
いて、様々な形で問題が発生する可能性がある。
また、この問題はマイクロコンピューターを搭
載している機器でも発生する。
この問題を解決するためには、コンピュータ
ーに入力された各種のソフトウェアを書き換え
るとか、マイクロコンピューターを取り換える
といった改修作業が必要となる。このような作
業が完全に行われなかった場合には、例えば、
金融、エネルギー、通信、医療といった日常生
活を支える分野において事故や混乱などが発生
する可能性があり、そうした場合には適切な対
応をとっていかなければならない。このため、
政府としては高度情報通信社会推進本部を中心
に２０００年問題への対応を推進しているところで
ある。
現在、消防・防災の業務においても、コンピ
ューターシステムやマイクロコンピューター搭
載機器は、なくてはならないものとなっている。

従って、消防車・救急
車をはじめ、緊急通信
指令施設、消防・救急
無線システム、防災行
政無線などの消防・防
災システムについて、
２０００年問題に適切に対
応をしておく必要があ
る。このため、全国の
消防・防災機関が保有

する消防・防災システムについて、この６月末
を目途に修正作業と模擬テストを終え、仮にシ
ステムが原因となって不測の事態を招いた場合
を想定しての危機管理計画を早急に策定するこ
とをお願いしてきたところであるが、６月末の
対応状況をとりまとめたところ、対応未定とい
う団体もあり、その対応については必ずしも十
分とは言えない状況である。
７月末には政府としても２０００年問題に関する
危機管理体制の強化を特に図ることとしたとこ
ろであり、この問題についての地方公共団体の
危機管理体制の整備を図っていく中で、消防・
防災機関のシステムについては万が一にも問題
が生ずることのないよう、万全を期して頂く必
要がある。また、消防・防災機関は地域におけ
る災害の防除と被害の軽減という任務を有して
おり、地方公共団体の全庁的な危機管理体制の
中で、消防・防災機関として消防庁をはじめと
する関係機関との情報連絡や年末年始をはじめ
とする警戒体制の整備等においても適切な対応
をとって頂く必要があり、２０００年問題への対応
は消防・防災機関にとって本年度の大きな課題
となっている。
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２０００年問題への対応

消防庁次長

細野 光弘
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○はじめに

我が国は、これまで幾多の災害を経験して

きており、近年においても、戦後最大の被害

をもたらした阪神・淡路大震災が発生し、そ

の後も、地下鉄サリン事件、鹿児島県出水市

における土石流災害、ナホトカ号及びダイヤ

モンドグレース号の海難事故、新潟県・福島

県・栃木県・高知県など各地における豪雨や

台風による災害などが起きています。

本年に入っても、広島県、神奈川県等にお

いて豪雨災害による被害が発生する一方、福

岡県、東京都では、豪雨による地下街等の地

下空間の浸水被害により死者が発生するなど、

都市部を中心に新しい形態の災害も発生して

います。また、国外においても、阪神・淡路

大震災を上回る被害をもたらしたトルコ共和

国西部地震など、住民の安全を脅かす災害な

どが起きています。

こうしたことから、災害や事故における不

断の備えの重要性はますます増大し、国民の

消防に寄せる期待は極めて大きなものがあり

ます。

このため、２１世紀に向け、消防防災行政に

おいて第一次的な役割を担っている地方公共

団体が、安全で安心な地域社会づくりに向け

その使命を十分に果たしていくことができる

よう、今後とも各般の施策を強力に展開して

消防防災行政の推進及びその体制の充実強化

を図っていく必要があります。

このため、平成１２年度の消防行政重点施策

においては、�総合的な防災対策の推進、�
高度防災情報通信体制の整備促進、�消防力
の充実強化と教育訓練の充実等、�消防団の
充実強化、�自主的防災体制の強化の推進、

�救急・救助業務の充実強化、�総合的な防
火安全対策の推進、�危険物施設等の安全の
確保及び特殊災害対策の充実強化、�技術革
新等に対応した規制改革の推進、	消防防災
技術の高度化、
国際化への対応、�九州・
沖縄サミットにおける消防・救急体制の確保、

の１２項目を柱として、消防防災行政を推進し

ます。

さらに、平成１２年度の消防庁予算概算要求

においては、概算要求基準を踏まえ、効果的

・効率的に要求枠を活用し、上記の重点施策

等を推進するため、所要の経費を要求します。

○平成１２年度消防行政重点施策

【総合的な防災対策の推進】

地域の防災機能を高めるため、公園・緑地

・道路・街路等の整備、公共施設・上水道を

はじめとするライフライン等の耐震性の強化、

防災拠点の整備、耐震性貯水槽の整備等を進

め、阪神・淡路大震災等の教訓を生かした災

害に強い地域づくりを推進する。

また、防災対策の総合的な充実強化を図る

ため、都道府県、市町村を通じた地域防災計

画の抜本的な見直しの促進及び地方公共団体

の防災体制の強化を図る。

さらに、広域防災拠点の整備、広域防災訓

練の実施等ハード・ソフト両面にわたる広域

的な防災応援体制の強化を推進するとともに、

大規模災害等発生時において、緊急消防援助

隊による消防広域応援の円滑な実施を確保す

るため、体制を充実、強化するほか、発足五

年を迎えることから、全国規模での合同訓練

を実施する。

加えて、ヘリコプターの計画的な配備を積

平成１２年度消防行政重点施策及び消防庁予算概算要求

の概要について

総 務 課
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極的に推進し、その広域的活用を図るととも

に、消防大学校における訓練施設の整備の推

進等航空隊員等の教育訓練体制の充実を図る。

また、阪神・淡路大震災から五年が経過す

ることから、阪神・淡路大震災を契機として

講じてきた各般の施策の検証や各種情報の収

集・整理等を行い、今後の地震防災対策につ

いて検討する。

【高度防災情報通信体制の整備促進】

近年の情報化の進展を踏まえ、地域での情

報基盤の強化を図りつつ、大規模災害に適切

に対応するため、今後も災害に強い防災情報

通信ネットワークの整備・充実を図るほか、

消防・救急無線のデジタル化、衛星通信によ

るデータ伝送、携帯電話からの１１９番通報の

発信地表示システム等の検討を行うなど、新

たな防災情報処理技術等の活用を図る。

また、広域災害に迅速かつ適切に対応する

ための国と地方公共団体との間の情報の共有

化を図るなど、高度防災情報通信体制の整備

を一層推進する。

さらに、最近の豪雨災害の状況等を踏まえ、

防災情報の伝達体制の改善等を推進する。

【消防力の充実強化と教育訓練の充実等】

複雑多様化する各種災害に適切に対処し、

住民生活の安全の確保を図るため、消防施設

の充実強化を重点的に推進するとともに、消

防の広域再編を積極的に進める。

さらに、消防学校及び消防本部等における

教育訓練のための人材確保の方策や効果的な

教育方法を検討するほか、消防大学校等にお

ける消防職団員の教育訓練の充実を図る。

また、消防職員の高齢化の進展に対応した

施策の検討等を行うとともに、消防職員委員

会の適切な運営がなされるよう指導・助言を

行う。

【消防団の充実強化】

消防団の在り方として地域防災のリーダー

としての役割が一層期待される中で、地域及

び企業と連携した消防防災活動の活発化や、

青年層・女性層の加入を促進するなど消防団

の充実強化を積極的に推進する。

また、施設・装備の充実強化を図るほか、

消防団員の処遇の改善及び公務災害の防止の

ための施策を推進する。

【自主的防災体制の強化の推進】

平常時から、住民の防災意識の高揚を図る

とともに、自主防災組織等の大規模災害時に

おける対応能力の向上、災害時のボランティ

ア活動に関する地方公共団体間の情報交換、

災害時のボランティア活動のリーダーやコー

ディネーターの育成等のコミュニティ防災の

活動環境の整備を推進し、災害時に重要な役

割を担う自主的な防災活動の活性化を促進す

る。

また、防火・防災に関する自助意識の高ま

り等を踏まえ、行政が住民に防火・防災に関

する情報を積極的かつ効率的に公開・提供す

ることにより、住民の自主的な取組の促進を

図る。

【救急・救助業務の充実強化】

救急救命士の養成、救急隊員に対する教育

訓練の充実を図るほか、救急救命士に対する

再教育の実施について検討するとともに、救

急救命士制度の一層の充実強化等による救急

業務の高度化を推進する。

また、ヘリコプターによる救急業務の実施

体制を整備し、全国的展開を図るとともに、

高規格救急自動車及び高度救命処置用資器材

の整備を推進するほか、傷病者の救命効果の

向上を図るため、救急隊が到着するまでに住

民等により適切な応急手当が実施されるよう

応急手当の普及啓発を推進する。

さらに、災害事象の複雑多様化に的確に対

応するため、救助に関する教育訓練体制の充

実や資機材の計画的な整備を図り、救助業務

実施体制の充実強化を図る。

【総合的な防火安全対策の推進】

高齢者などの住宅火災による死者を大幅に

低減させるため、関係行政機関、関係団体等
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との幅広い連携の下に住宅防火対策を強力に

推進するとともに、住宅用防災機器等の実効

ある普及方策等、今後の新しい住宅防火対策

のあり方について検討する。

また、年々増加傾向にある放火火災の低減

を図るため、「放火火災予防マニュアル」に

基づき、放火火災予防対策を推進する。

さらに、各消防本部における火災原因調査

体制の整備、都道府県による広域的な支援体

制の確立、火災原因調査関連情報データベー

スを活用した情報提供等により、火災原因究

明率の向上を図るとともに、高度な技術を用

いた消防防災システムの整備、防火管理体制

の充実等により、建築物の大規模化、多様化

等に対応した総合的な防火安全対策を推進す

る。

【危険物施設等の安全の確保及び特殊災害対策

の充実強化】

危険物施設等における事故件数が近年増加

傾向に転じていることから、最近の経済・社

会情勢の変化を踏まえた事業者の保安管理の

在り方について検討するとともに、事故防止

体制の強化を図る。

また、海上災害や原子力災害等の特殊災害

について、関係省庁と連携を取りながら、災

害の拡大防止に重要である適切な応急活動を

実施するための具体的な方策の推進等、特殊

災害対策の充実強化を図る。

さらに、石油コンビナート防災対策の充実

強化に資するため、防災アセスメントの理解

の増進と実施の推進を図るほか、石油コンビ

ナート防災体制について、近年の技術開発等

を踏まえた防災資機材の多様化・省力化を通

じた防災体制の高度化を推進するとともに、

諸手続の簡素化・効率化を一層進める。

【技術革新等に対応した規制改革の推進】

「規制緩和推進３か年計画（改定）」を着実

に実施するほか、ニーズの多様化や技術革新

等に適切に対応するため、安全性の確保に十

分配慮しつつ、消防用設備等の設置・維持に

係る技術基準の性能規定化や環境保護・省エ

ネルギー対策及び危険物規制の更なる合理化

の推進など、社会的要請に対応した規制改革

等の一層の推進を図る。

【消防防災技術の高度化】

最近の科学技術の高度化等を踏まえ、安全

で安心な地域社会づくりに資するため、消防

研究所における研究開発を推進し、消防防災

技術の高度化を促進する。

また、消防研究所の独立行政法人への円滑

な移行に向けた取り組みを行う。

【国際化への対応】

消防技術協力の拡充等開発途上諸国のニー

ズに応じた国際協力を積極的に推進するとと

もに、海外における大災害発生に際して派遣

される国際消防救助隊の充実強化を推進する。

また、消防機器等に係る国際規格及び国際

基準の策定に積極的に参加するとともに、諸

外国で導入が進んでいる危険物施設に係る新

しい安全性評価手法に関する調査研究を行う。

さらに、地球環境の保全に資するためハロ

ン消火剤等の適正な管理を推進する。

【九州・沖縄サミットにおける消防・救急体制

の確保】

平成１２年７月に開催される九州・沖縄サミ

ットの成功について万全を期すため、関係市

町村における十分な消防・救急体制の確保に

ついて、関係省庁及び関係地方公共団体と十

分な連携を図りながら、必要な支援等を行う。

○平成１２年度消防庁予算概算要求

１ 概算要求基準について

� 平成１２年度予算の概算要求については、

７月３０日に閣議了解された「平成１２年度予

算の概算要求に当たっての基本的な方針に

ついて」に従って行うこととされたところ

です。

� 具体的には、「今後の我が国経済の動向

等を十分踏まえ、必要があれば、公共事業

等予備費の活用、１５ヶ月予算という考え方
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に立った平成１１年度第２次補正予算の編成

も含め、機動的・弾力的な対応を行う」と

いう基本的な考え方を踏まえた上で、平成

１２年度予算の概算要求に当たっては、

�ア 人件費を除き、前年度当初予算と同額

�イ 九州・沖縄サミットの開催に必要な経

費の増等については、この金額に加算

�ウ ２１世紀に向け、我が国経済を新生させ

るために特に資する施策に特段の予算配

分を行うこととし、公共事業関係費で

２，５００億円、非公共事業関係費で２，５００億

円、合計５，０００億円の「経済新生特別

枠」を設定

�エ いわゆる「その他補助金等」について

は、１割削減

等とされております。

これらを踏まえ、消防庁においては平成

１２年度概算要求を以下のように行います。

２ 補助事業関係について

 概要

財政構造改革法により、地方公共団体に

対する補助金については、制度等見直し補

助金とその他補助金とに分類されており、

この分類の考え方は、今年度の概算要求に

おいても維持されています。これによると、

消防関係の補助金は、次のように整理され

ます。

� 「制度等見直し補助金」は「施設も
の」（公債発行対象経費）と「設備も

の」の２種類あり、別表の「１ 消防防

災施設整備費補助金」と「３ 消防防災

設備整備費補助金」が該当します。

� いわゆる「その他補助金」にも「施設

もの」と「設備もの」の２種類あり、別

表の「２ 市町村消防施設整備費補助

金」と「４ 市町村消防設備整備費補助

金」が該当します。

! 補助金要求額の作成と考え方

１で述べた概算要求基準を消防補助金に

あてはめると、総額の約６割を占める「そ

の他補助金」、つまり、「２ 市町村消防施

設整備費補助金」と「４ 市町村消防設備

整備費補助金」の要求合計額は、前年度予

算額の１割減（▲１１億２４百万円）とならざ

るを得ません。

このように消防庁にとって、厳しい要求

基準に沿いつつ、補助事業の重点化を図り、

地方公共団体からの要望に適切に対応する

ため、次のような考え方で、補助事業関係

の概算要求を作成しました。

� 「その他補助金」の削減額（１１億２４百
万円）分の全てを、「制度等見直し補助

金」である「１ 消防防災施設整備費補

助金」と「３ 消防防災設備整備費補助

金」の増に振り分け「制度等見直し補助

金」を全体で１４．５％伸ばし、トータルで

前年度同額を確保します。

� 「その他補助金」のうち、「２ 市町村

消防施設整備費補助金」は３億９百万円

の減額、「４ 市町村消防設備整備費補

助金」は８億１５百万円の減額としていま

す。

" 要求内容

この結果、補助事業関係の要求は次の形

となります（別表参照）。

� 「制度等見直し補助金」である「１
消防防災施設整備費補助金」と「３ 消

防防災設備整備費補助金」では、耐震性

貯水槽について新たに４０立方メートル規

模のものを補助対象に加えて増額すると

ともに、防災無線や緊急消防援助隊関係

資機材等について重点化を図るなどによ

り、地方公共団体からの要望に積極的に

応えられるよう、全体で対前年度１４．５％

増（１１億２４百万円増）の８８億９１百万円を

要求することとしております。

� 「その他補助金」で１割削減という大
変厳しい制約の中、消防団活性化総合整

備事業については１３．６％の増、また、消

防団拠点施設等整備事業については前年
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平成１２年度消防庁予算概算要求額一覧
（単位：百万円、％）

（別表）

事 項
１１年度予算額

（A）

１２年度概算要求額

（B）

比較増減

（B）－（A）

（C）

対前年度比

（C）／（A）
備 考

１消防防災施設整備費補助金 ４，１１６ ４，３９９ ２８３ ６．９

 大震火災対策施設等整備費補助金 ３，８７１ ４，１２３ ２５２ ６．５
（ア）耐震性貯水槽 ◯拡 ３，１９３ ３，４４５ ２５２ ７．９ ６１７基（１１２基増）

うち新規４０t１７３基（イ）備蓄倉庫 １６３ １６３ ０ ０．０
（ウ）画像伝送システム ５０８ ５０８ ０ ０．０
（エ）その他（避難壕等火山分） ７ ７ ０ ０．０
! 特殊災害用消防施設整備費補助金 ２４５ ２７６ ３１ １２．７
（ア）林野火災対策防火水槽 ２１７ ２２９ １２ ５．５
（イ）林野火災用活動拠点広場 ２８ ４７ １９ ６７．９
２ 市町村消防施設整備費補助金 ３，０３８ ２，７２９ ▲ ３０９ ▲ １０．２

（ア）防火水槽 １，６４２ １，４６９ ▲ １７３ ▲ １０．５
（イ）救急用ヘリコプター離着陸場 ２５ １５ ▲ １０ ▲ ４０．０
（ウ）消防団拠点施設等整備事業 ８１１ ８１１ ０ ０．０ １４１事業
（エ）消防艇 ９６ １１９ ２３ ２４．０ ２隻
（オ）消防広域化推進事業 １４０ ７０ ▲ ７０ ▲ ５０．０
（カ）消防車両動態管理情報システム ３２４ １６２ ▲ １６２ ▲ ５０．０
（キ）消防用高所監視施設 ０ ８３ ８３ 皆増
３ 消防防災設備整備費補助金 ３，６５１ ４，４９２ ８４１ ２３．０

 大震火災対策設備等整備費補助金 ３，４５０ ４，２７０ ８２０ ２３．８
（ア）大震火災対策資機材 ４６８ ５００ ３２ ６．８
（イ）防災無線 １，８４０ ２，４３１ ５９１ ３２．１ ５４施設（１０施設増）
（ウ）コミュニティ防災資機材等整備事業 １７３ ８２ ▲ ９１ ▲ ５２．６
（エ）緊急消防援助隊関係資機材等 ８２４ １，０７３ ２４９ ３０．２ 災害対応特殊救急自動車

２２台（１２台増）等（オ）画像伝送システム １４５ １６８ ２３ １５．９
（カ）降雨情報等収集分析装置 ０ １６ １６ 皆増
! 特殊災害用消防設備整備費補助金 ２０１ ２２２ ２１ １０．４
（ア）林野火災対策資機材 ３２ ３５ ３ ９．４
（イ）石油コンビナート防災資機材 １６９ １８７ １８ １０．７
４ 市町村消防設備整備費補助金 ８，１９５ ７，３８０ ▲ ８１５ ▲ ９．９

（ア）消防ポンプ自動車 ２，７５９ ２，４８５ ▲ ２７４ ▲ ９．９
（イ）小型動力ポンプ付積載車 ３１８ ２６４ ▲ ５４ ▲ １７．０
（ウ）小型動力ポンプ付水槽車 １８９ １７２ ▲ １７ ▲ ９．０
（エ）化学消防ポンプ自動車 ３９０ ３５１ ▲ ３９ ▲ １０．０
（オ）はしご付き消防ポンプ自動車 １，４３８ １，２７５ ▲ １６３ ▲ １１．３
（カ）ヘリコプター １１５ ３４６ ２３１ ２００．９ ３機（２機増）
（キ）ヘリコプターテレビ電送システム １４７ ７４ ▲ ７３ ▲ ４９．７
（ク）消防緊急通信指令施設 １，０９２ ７７７ ▲ ３１５ ▲ ２８．８
（ケ）消防団活性化総合整備事業 ◯拡 ４４８ ５０９ ６１ １３．６ 消防団充実強化事業加算新設
（コ）救急業務高度化資機材緊急整備事業 １，０９６ ９９０ ▲ １０６ ▲ ９．７
（サ）その他（救助資機材等総合整備事業等） ２０３ １３７ ▲ ６６ ▲ ３２．５

主 要 事 項 計 １９，０００ １９，０００ ０ ０．０

内
訳

制度等見直し補助金（１＋３） ７，７６７ ８，８９１ １，１２４ １４．５

その他補助金 （２＋４） １１，２３３ １０，１０９ ▲１，１２４ ▲ １０．０

５ 省庁再編に伴う移転等経費 ０ ２，００３ ２，００３ 皆増

６ 九州・沖縄サミット消防・救急体制の整備経費 ０ ４７５ ４７５ 皆増

７ その他の経費 ４，７６７ ４，７８７ ２０ ０．４

その他の経費計 ４，７６７ ７，２６５ ２，４９８ ５２．４

合 計 ２３，７６７ ２６，２６５ ２，４９８ １０．５

情報通信・科学技術・環境等経済新生特別枠 ６，７０１ 情報通信３，３３０、科学技術３，２６３、環境１０８
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度同額とするなど消防団の充実強化に配

慮するとともに、ヘリコプターについて

は３機分（２機増）を、また、要求枠が

減少している中にあっても、地方団体の

要望に極力沿うことができるよう消防ポ

ンプ自動車などに重点化を図るなどして、

全体で対前年度１０％減（１１億２４百万円

減）の１０１億９百万円を要求することと

しています。

３ 特殊要因について

今回、九州・沖縄サミットに必要な経費の

増等については、特殊要因として考慮される

こととなっており、次の２つが該当します。

� 九州・沖縄サミット関係

平成１２年７月に「九州・沖縄サミット」

が開催されますが、各開催地のうち、特に

沖縄県においては、消防力が脆弱であり、

かつ、離島であるなどといった独自の特殊

性を有することから、「九州・沖縄サミッ

ト消防・救急体制整備特例交付金」（４億

７５百万円）を要求することとしています。

国の責任において、沖縄県内の開催地以外

の市町村や県外からの各種応援に際して必

要となる経費を交付することにより、沖縄

県でのサミット開催期間中における消防・

救急体制について、万全を期すことができ

るようにしたいと考えています。

� 中央省庁等再編関係

これは平成１３年１月の中央省庁等再編に

伴い必要となる庁舎の移転経費について１８

億７８百万円、それから平成１３年４月から消

防研究所が独立行政法人化する予定ですの

で、これの準備経費として１億２５百万円、

合計で２０億３百万円を要求するものです。

４ 特別枠について

� 平成１１年度予算の概算要求に当たっては、

２１世紀に向け、我が国経済を新生するため

に、２つの特別枠が設定されましたが、消

防庁では、非公共事業関係経費についての

総額２，５００億円の「情報通信、科学技術、

環境等経済新生別枠」が該当します。

� 消防庁としては、この特別枠の趣旨を踏

まえ、一定の基準により算出される自治省

要望枠（消防庁を含む）１２０億４７百万円の

うち、半分強の６７億１百万円を使って、次

の事業を要望することとしております。

�ア 情報通信 …………………３，３３０百万円

・衛星データ通信等を用いた緊急支援情報

システムの開発 ……………２，９６０百万円

・石油コンビナート災害想定システムの開

発 ………………………………２００百万円

・阪神・淡路大震災関連情報のデータベー

スの構築等 ……………………１７０百万円

�イ 科学技術 …………………３，２６３百万円

・消防防災に関する科学技術の発展に必要

な研究施設等の整備 ………３，０６０百万円

・ハロン代替消火剤の安全基準の確立

…………………………………２０３百万円

�ウ 環境 …………………………１０８百万円

・消火器・防炎物品等のリサイクルの推進

…………………………………１０８百万円

� とりわけ、この特別枠については、いわ

ゆる「ミレニアム・プロジェクト（千年紀

事業）」に対して特段の予算配分を行う方針

であるとされています。

また、「ミレニアム・プロジェクト」と

は、「情報化、高齢化、環境対応の３つの

分野において、戦略的かつ重点的はプロジ

ェクトで、今後の我が国の社会・経済の発

展基盤を構築する上で、真にブレークスル

ー（難関の突破・打開、飛躍的な前進・進

歩の意）というに相応しいものであり、３

～５年程度の期間で確実に成果が見込める

技術的達成可能性が高く、具体的な達成目

標の設定や進行管理が行えるものであるこ

と等」とされているところです。

今回消防庁が要望することとしている６

事業のうち、「衛星データ通信等を用いた

緊急支援情報システムの開発（２９億６０百万

円）」については、２１世紀に向けた消防防災
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分野における情報通信機能として、飛躍的

な進歩を遂げることができる事業ですので、

この事業を「ミレニアム・プロジェック

ト」として要望したいと考えています。

� 以上が特別枠の内容ですが、各省庁毎の

特別枠の割当については、各省庁毎に一律

７５億円を基礎額とし、さらに前年度の類似

特別枠の配分実績の１．５倍を加算するなど

して算出されていて、総額の２，５００億円に

対してかなりふくらんだ状態となっていま

すので、今後の予算編成作業は大変厳しい

ものとなっていくと予想されます。

５ 補助事業、特殊要因及び特別枠以外の消防

庁の概算要求について

以上２～４に述べた事項以外の消防庁の概

算要求は、４７億８７百万円であり、前年度（４７

億６７百万円）とほぼ同額です。

このうち、主要な新規要求事項は、次のと

おりです。

・消防団を中核とした地域の消防防災体制の

確立に関する調査研究

・燃焼機器等の規制のあり方に関する調査研

究

・特定屋外タンク貯蔵所の開放周期の算定方

法に係わる性能規定化に関する研究

・災害ボランティアの推進

・豪雨災害に関する災害情報の収集・伝達方

法等に関する調査検討

・携帯電話からの１１９番通報発信地表示シス

テム等の検討

・緊急消防援助隊の全国合同訓練

なお、消防研究所に係る概算要求（科学技

術振興費）は、ウオーターミストによる消火

の研究など、新規の特別研究課題を３本追加

することとしていること等から、３で述べた

特殊要因（独立行政法人化準備経費）を除い

て、前年度比１４．３％増（１億１３百万円増）の

９億４百万円を要求しています。

１ はじめに

コンピュータ西暦２０００年問題に対し、各消

防防災機関においては、自らの保有するシス

テム、機器等について万全の備えをとること

に加え、地域で万が一の事態が発生した場合

に備え、危機管理体制の整備を行っていくこ

とが必要である。

２ 政府全体における対応

政府の高度情報化推進本部（本部長 内閣

総理大臣）においては、平成１１年７月３０日に

「コンピュータ西暦二千年問題に関する危機

管理体制の強化について」を決定し、消防庁

としても、その内容に沿った対応を的確に講

じるよう通知している。

当該本部決定においては、「１ 政府にお

ける体制強化 ２ 年末年始に向けての体制

整備 ３ 年末年始における政府の危機管理

体制の整備 ４ 中央省庁等の重要システム

に関する年末年始における稼働点検 ５国民

の視点に立った情報提供の強化」が記載され

ている。なお、２の「官民が連携した情報連

絡網に係る模擬訓練」の第１回目は９月８日

に行われ、消防防災機関もこれに参加してい

る。

３ 消防庁及び消防防災機関の対応

消防庁では、コンピュータ西暦２０００年問題

については、危機管理体制の整備を含め、平

成１１年２月に庁内に設けたプロジェクトチー

コンピュータ西暦２０００年問題に関する危機管理体制

の強化について

防 災 課
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ムを中心に検討してきている。今般、政府の

年末年始等の危機管理体制の整備の方針が出

されたことに伴い、庁内に防災課と防災情報

室を構成員とする「消防庁コンピュータ西暦

２０００年問題対策室（室長：防災課長）」を設置

し、危機管理体制の整備を含め、政府、地方

公共団体等との連絡調整を行うこととしてい

る。

消防庁及び各消防本部における危機管理体

制の整備の中心的な課題は、年末年始を中心

とする警戒・非常連絡体制の構築とそれまで

の間における各般の面の準備を整えることで

ある。しかし、コンピュータ西暦２０００年問題

については、どのような形で発現するかが不

明な面もあり、各消防本部でも苦慮している

ところが少なくない。

そこで、コンピュータ西暦２０００年問題に係

る消防機関との情報交換を目的に消防庁と全

国消防長会が協力して「西暦２０００年問題に関

する消防機関連絡会議」を設置（平成１１年６

月２５日）し、情報交換や各般の検討を進めて

いる。

また、消防庁と都道府県の消防防災部局に

おいても、コンピュータ西暦２０００年問題に関

する情報交換等を目的に、「コンピュータ西

暦２０００年問題に関する都道府県消防防災担当

課連絡会議」を設置（平成１１年８月３１日）し、

近日中に、第１回目の会議を開催する予定で

ある。

消防庁においても、既に、自らの年末年始

の体制について、内部的な検討を進めている。

地方公共団体においても、政令指定都市等

の消防機関は、既に、増員、予備車両の配備、

自宅待機などの警戒体制の検討等を行ってい

るところが少なくないが、全体的にはこれか

ら着手するところが多い模様であり、全ての

消防防災機関が、こうした会議等での情報交

換を参考に、早急に必要な体制整備や準備を

進めていくことが強く望まれる。

４ 終わりに

コンピュータ西暦２０００年問題は、発生する

事態が想定しにくい面がある一方で、発生す

る時期が極めて短い時間帯に特定できるとい

う特徴を有している。また、全国的に同時多

発的に何らかの事態が発生する可能性がある

という特徴もあわせ持っている。

今後は、こうした点を踏まえつつ、消防防

災関係機関をはじめ関係する機関で情報交換

等を進めながら、より実効的な危機管理体制

の整備を推進していくこととしている。

（参考）

コンピュータ西暦二千年問題に関する

危機管理体制の強化について

平 成 １１ 年 ７ 月 ３０ 日

高度情報通信社会推進本部決定

政府として、平成１０年９月、コンピュータ西

暦二千年問題に関する行動計画を決定し、模擬

テストの実施を始めとする総点検の実施、危機

管理計画の策定及び国民への情報提供を柱にコ

ンピュータ西暦二千年問題への対応を強力に推

進してきたところ、２０００年まで残り５ヶ月とな

った今日、年末年始における情報連絡網の整備、

国民への情報提供の強化を始め、民間分野、地

方公共団体との密接な連携の下、政府の危機管

理体制を強化することとする。

政府においては、関係省庁が、情報収集・提

供及び万一の事態に対応するための体制整備を

図るとともに、それらの総合調整を行うべく、

内閣官房における体制整備を図る。

政府として、行動計画と本危機管理体制の強

化策により、コンピュータ西暦二千年問題の対

応に万全を期すものとする。このため、高度情

報通信社会推進本部（本部長―内閣総理大臣）

を随時開催するものとする。

１．政府における体制強化

 内閣官房におけるコンピュータ西暦二千
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年問題総合対策会議の設置及び体制の強化

本推進本部決定の実施のための全体調整

を行うため、高度情報通信社会推進本部に

コンピュータ西暦二千年問題総合対策会議

（議長―内閣官房副長官（事務））を置く。

また、内閣内政審議室にコンピュータ西

暦二千年問題対策室を置き、内閣官房にお

けるコンピュータ西暦二千年問題への対応

の機能強化を図るとともに、同総合対策会

議の事務局とする。

! 関係省庁における体制の強化

金融、エネルギー、情報通信、交通、医

療の民間重要５分野について担当する金融

監督庁、通商産業省、郵政省、運輸省、厚

生省、中央省庁等のシステムに関してとり

まとめを担当する総務庁、地方公共団体に

ついて担当する自治省のほか、外務省、警

察庁、消防庁、国土庁等の関係省庁におい

て、省庁内外の関係情報の収集・提供の機

能等を有するコンピュータ西暦二千年問題

対策室を設置する。

上記省庁のほか、関係各省庁において、

必要な模擬訓練の実施等を含め、情報の収

集・提供及び万一の場合の体制整備を図る。

２．年末年始に向けての体制整備

 万一問題が発生した場合の対応体制の整

備

個別の企業・機関自身の対応能力を超え

た重大な事態が万一発生した場合の政府と

しての対応体制につき、既存の災害対策の

体制との関係を考慮しつつ所要の整備を行

う。

! 官民が連携した情報連絡網の整備

関係省庁は、金融等民間重要分野、地方

公共団体等の協力を得て、所管分野・担当

分野における事態の発生状況についての情

報を収集するための情報連絡（情報収集及

び情報提供）体制を構築するとともに、内

閣官房と関係省庁間の情報連絡網を構築す

る。また、国民への適切な情報の提供とい

う観点から、NHK、民間放送等のテレビ、

新聞等のマスメディアの協力を求める。

官民が連携した情報連絡網について、

２０００年までの間の早い時期に、模擬訓練を

実施する。

" 国と地方公共団体とが連携した危機管理

体制の整備

地域における危機管理、住民への情報提

供、情報収集等の面での地方公共団体の果

たす役割は極めて大きいことから、自治省

は、地方公共団体に対して、地方公共団体

のための危機管理計画策定の手引きに沿っ

た危機管理体制及び国等との情報伝達体制

を構築するよう要請するとともに、地方公

共団体の取組に対して、関係省庁との連携

・協力を得て、積極的に支援を行う。

３．年末年始における政府の危機管理体制の整

備

 内閣官房における体制整備

年末年始には、重大な事態の発生如何に

かかわらず、コンピュータ西暦二千年問題

総合対策会議を中心として、官邸（危機管

理センター）において所要の体制を確立し、

国内外の情報の集約・公表及び海外の国際

機関等への情報提供を行うとともに、万一

の問題が発生した場合に備え、政府の危機

管理体制の中心としての機能を果たす。

! 関係省庁における体制の整備

関係省庁においては、それぞれコンピュ

ータ西暦二千年問題対策室を中心として、

省庁内外の関係情報の収集・公表、内閣官

房への報告・連絡及び万一の場合の対応を

行うような体制を確立する。

４．中央省庁等の重要システムに関する年末年

始における稼動点検

 中央省庁の対応

� 年末年始に稼動するシステムに関する
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年初稼動状況の把握

各省庁は、国民生活や企業活動に密接

に関係する政府保有の重要システムであ

って、１９９９年末から年を越えて継続的に

稼動するものについては、２０００年１月１

日午前零時における稼動状況を点検する。

� 年始の立ち上げ確認テストの実施

各省庁は、国民生活や企業活動に密接

に関係するシステムであって、１９９９年末

において一時運用を停止し、２０００年１月

４日（官公庁・一般企業にとっての年明

け最初の営業日）に運用を再開するシス

テムのうち、運用再開日に運用できない

場合に国民生活、企業活動に直ちに支障

が生じうるものについては、原則、２０００

年１月１日から３日までの間に当該シス

テムの立ち上げ確認テストを行い、１月

４日からのシステム運用に支障がないこ

とを確認する。

! 特殊法人等への指導・要請

各省庁は、国民生活や企業活動に密接に

関連するシステムを有する所管特殊法人そ

の他の国の事務・事業を実施する所管法人

に対して、システムの稼動状況の把握、立

ち上げ確認テストの実施につき、中央省庁

の対応に準じた対応を取るよう指導・要請

する。

" 地方公共団体への要請

自治省は、各地方公共団体に対して、シ

ステムの稼動状況の把握、立ち上げ確認テ

ストの実施につき、要請する。

# 民間重要５分野への要請

関係省庁は、金融、エネルギー、情報通

信、交通、医療の民間重要５分野に属する

企業、関係機関、関係業界団体等に対して、

システムの稼動状況の把握、立ち上げ確認

テストの実施につき、要請する。

５．国民の視点に立った情報提供の強化

 コンピュータ西暦二千年問題質問箱及び

Q&A集のインターネットによる提供

行動計画に基づき構築した総理官邸のコ

ンピュータ西暦二千年問題に係るホームペ

ージ（http : //www.kantei.go.jp）において、

国民生活に関係するコンピュータ西暦二千

年問題に関する情報について、質問及びそ

れに対する回答という形式（Q&A集）を

通じて分かり易く提供するとともに、国民

から直接コンピュータ西暦二千年問題に関

する質問を受け付ける「コンピュータ西暦

二千年問題質問箱」を設け、問われる頻度

の高い質問をQ&A集に追加する。

! 政府広報等の実施

� 国民の視点に立った情報提供に当たり、

政府広報等を積極的に活用するとともに、

新聞、雑誌、TV等のマスメディアに対

して、コンピュータ西暦二千年問題に関

する情報の掲載について協力を求めるこ

と等により、官民を挙げて、国民への適

切な情報提供を図る。

� 関係省庁は、ホームページ等を積極的

に活用して、国民への情報提供に努める

とともに、特殊法人等、地方公共団体、

企業、関係機関、関係業界団体等が自ら

の問題として、国民への情報提供を積極

的に行うよう指導・要請する。特に、年

末年始に向け、危機管理面での情報の公

表に積極的に努めるよう指導・要請する。

� 年末年始における国民からの相談への

対応窓口を整備する。
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１ はじめに

消防庁では「コンピュータ西暦２０００年問題

に関する行動計画」及び「コンピュータ西暦

２０００年問題対応指針」（平成１１年９月１１日高

度情報通信社会推進本部決定）に基づき、自

治省と連携し、都道府県、市町村及び消防本

部に対して消防・防災システムに関する西暦

２０００年問題対応状況調査を実施するとともに、

消防・防災システムメーカーへの調査、指導

を通して得た情報の提供等を行ってきました。

今般、６月３０日を基準とした対応状況調査

結果とともに、修正作業及び模擬テストの未

完了分の早期実施並びに危機管理計画の早急

な策定について、「消防・防災システムに係

るコンピュータ西暦２０００年問題対応の推進に

ついて」（平成１１年７月３０日付け消防情第１５１

号）により通知したので、その概要を示しま

す。

２ 消防・防災システムのコンピュータ西暦

２０００年問題への対応状況

消防庁が本年６月３０日現在で都道府県（４７

団体）、市区町村（３，２５２団体）及び消防本部

（９１１団体）を対象に調査を実施した結果は

以下のとおりです。

【進捗状況を示す用語の説明】

進捗状況を示す用語は次のような状態を示

します。

実施済………当該作業が終了している場合

実施中………当該作業を行っているが、

完了していない場合

対応予定……作業実施予定が定められて

いる場合

対応未定……作業実施予定が定められてい

ない場合（対応検討中を含む。）

 都道府県

コンピュータ西暦２０００年問題該当装置が

無いと回答のあった団体を除いて集計した

ところ、防災行政無線、救急医療情報シス

テム及び震度情報ネットワークの修正作業

は概ね９割の団体で実施済又は実施中です。

また、模擬テストは６割から８割、危機

管理計画は５割の団体で策定済又は策定中

です。

! 市区町村・消防本部

コンピュータ西暦２０００年問題該当装置が

無いと回答のあった団体を除いて集計した

ところ、通信関係の修正作業は７割から９

割、消防用車両及び救急・救助用資機材等

（都道府県防災行政無線：固定系）

（都道府県防災行政無線：地域衛星通信ネットワーク設備）

（救急医療情報システム：都道府県整備分）

（防災情報システム：震度情報ネットワークシステム）

消防・防災システムに係るコンピュータ西暦２０００年問題

対応の推進について

防災情報室

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ７９％ ９％ １２％ ０％

�模擬テスト ５９％ ０％ ４１％ ０％

�危機管理計画策定 １９％ ３４％ １９％ ２８％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ７８％ ８％ １４％ ０％

�模擬テスト ５９％ ３％ ３８％ ０％

�危機管理計画策定 ２２％ ２７％ １６％ ３５％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ８１％ ６％ １３％ ０％

�模擬テスト ７１％ ６％ ２３％ ０％

�危機管理計画策定 ２３％ ２９％ １３％ ３５％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ８９％ ０％ １１％ ０％

�模擬テスト ６４％ ２％ ３４％ ０％

�危機管理計画策定 ３２％ １９％ １５％ ３４％

－１２－



の修正作業はほぼ１０割の団体で実施済又は

実施中です。

また、模擬テストは通信関係で５割から

７割、消防用車両及び救急・救助用資機材

で９割から１０割の団体で実施済又は実施中

であり、危機管理計画は２割から５割の団

体で策定済又は策定中です。

（消防緊急通信指令施設：指令装置）

（消防無線システム）

（救急無線システム）

（画像伝送システム）

（市町村防災行政無線：同報系）

（市町村防災行政無線：地域防災無線）

（消防用車両：梯子車）

（消防用車両：化学車）

（消防用車両：その他）

（消防艇）

（救急用資機材：除細動器）

（救急用資機材：患者監視装置）

（救急用資機材：その他）

（救助用資機材等：電磁波探査装置）

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 １００％ ０％ ０％ ０％

�模擬テスト ９９％ ０％ ０％ １％

�危機管理計画策定 １１％ １３％ ８％ ６８％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ６４％ ７％ ２７％ ２％

�模擬テスト ５０％ ３％ ３４％ １３％

�危機管理計画策定 １８％ ２３％ １８％ ４１％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ８３％ ５％ ８％ ４％

�模擬テスト ６９％ ２％ １７％ １２％

�危機管理計画策定 １６％ ２３％ １８％ ４３％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ８３％ ６％ ９％ ２％

�模擬テスト ６８％ ２％ １９％ １１％

�危機管理計画策定 １７％ ２３％ １９％ ４１％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ８９％ ４％ ７％ ０％

�模擬テスト ６１％ ０％ １５％ ２４％

�危機管理計画策定 ２０％ ２８％ １５％ ３７％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ７０％ ３％ １７％ １０％

�模擬テスト ５５％ １％ ２２％ ２２％

�危機管理計画策定 １３％ ７％ １３％ ６７％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ７５％ ３％ １１％ １１％

�模擬テスト ５８％ １％ １７％ ２４％

�危機管理計画策定 １５％ ７％ １２％ ６６％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 １００％ ０％ ０％ ０％

�模擬テスト ９９％ ０％ ０％ １％

�危機管理計画策定 １０％ １３％ ８％ ６９％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 １００％ ０％ ０％ ０％

�模擬テスト ９８％ ０％ ０％ ２％

�危機管理計画策定 １７％ １３％ ６％ ６４％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 １００％ ０％ ０％ ０％

�模擬テスト １００％ ０％ ０％ ０％

�危機管理計画策定 １７％ ６％ ６％ ７１％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ９９％ ０％ １％ ０％

�模擬テスト ８８％ ０％ ４％ ８％

�危機管理計画策定 ２１％ １１％ １１％ ５７％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ９９％ ０％ １％ ０％

�模擬テスト ８７％ ０％ ４％ ９％

�危機管理計画策定 ２１％ １１％ １０％ ５８％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ９９％ ０％ １％ ０％

�模擬テスト ８８％ ０％ ４％ ８％

�危機管理計画策定 １７％ １３％ １９％ ５１％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 １００％ ０％ ０％ ０％

�模擬テスト １００％ ０％ ０％ ０％

�危機管理計画策定 ２３％ １４％ １８％ ４５％
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３ コンピュータ西暦２０００年問題対応の推進

今回の調査結果では、本年３月１日時点の

ものと比較すると修正作業等について一定の

進捗が認められるものの、当初の目標である

「全ての団体が６月中に修正作業及び模擬テ

ストを完了すること。」は達成できていませ

ん。

このため、消防庁では、修正作業及び模擬

テスト未実施団体が８月中に実施することを

目指して作業を進め、遅くとも９月中には完

了できるように、追跡調査、都道府県担当者

へのヒアリング、対応未定団体への直接指導

及び消防・防災システム取扱各社に対するヒ

アリング・業務推進依頼を行い対応していま

す。

今後は各団体で修正作業及び模擬テストが

未実施の場合は早期に完了するとともに、

「【コンピュータ西暦２０００年問題】地方公共団

体のための危機管理計画策定の手引」（１９９９

年４月自治省）及び「消防・防災システムに

係る【コンピュータ西暦２０００年問題】危機管

理計画策定時の留意事項」（平成１１年５月自

治省消防庁防災情報室）を参考として、「行

政における問題」（保有システム対応等）に

加え、「地域における問題」についても踏ま

えた危機管理計画を策定し、障害発生時を想

定した対応訓練等を行い、万全の対応体制を

整備する必要があります。

１ 趣旨・背景

 自動火災報知設備の感知器については、

消防法令上の種別に応じて、取付け面の高

さ、感知区域の床面積等の設置方法が定め

られている。一方、近年の技術革新の進展

等により、感知器の性能の向上が図られて

いることから、感知器の性能に応じた設置

方法とすることが求められている。このよ

うな状況を踏まえ、設置・維持コストの低

減、新技術の円滑な導入に資するため、火

災感知器の性能に応じた設置方法について

研究を行ったものである。

! 本研究は、平成１０年度「環境・科学技術

・情報通信等経済構造改革特別措置」によ

る予算額７０，２７７千円（当初）で、平成１０年

４月～平成１１年３月の単年度のスケジュー

ルにより実施した。また、研究の実施に当

たっては、学識経験者等から構成される「火

災感知器設置基準等調査研究委員会」（委

員長：岩倉博 電気通信大学教授）を設置

して、各種調査、燃焼実験、検討を行った。

２ 消防法の技術基準の概要及び検討方針

本研究の前提となる消防法の技術基準の概

要及び検討方針のとりまとめを行った。

３ 火災感知器の作動に係る調査研究

 想定火源の設定

（救助用資機材等：ガス分析装置）

（救助用資機材等：その他）

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 １００％ ０％ ０％ ０％

�模擬テスト １００％ ０％ ０％ ０％

�危機管理計画策定 １０％ ８％ １２％ ７０％

実施済 実施中 対応予定 対応未定

�修正作業 ９７％ ０％ ０％ ３％

�模擬テスト ９１％ ０％ ０％ ９％

�危機管理計画策定 ６％ ２６％ １１％ ５７％

火災感知器設置基準等調査検討報告書（平成１０年度）

の概要について

予 防 課
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温度（熱）に係る標準的な想定火源とし

ては、建設省総合技術開発プロジェクトや

米国のNFPA（全米防火協会）から提案さ

れているものが一般的になりつつあること

から、本委員会においても、これをベース

に検討を行うこととした。

ア 初期成長

出火→初期成長という火災の初期段階

については、火源の発熱速度は時間の二

乗に比例して増加することが一般的であ

ることから、次式の拡大火災模型を提案、

採用した。

○ 熱に係る火災模型
����
：火源の燃焼発熱速度（単位 kW）�：火災発生からの経過時間（単位 sec）�：火災成長率（単位 kW/sec２）

○ 煙に係る火災模型
����� ���
�� � ��� � ������ ����
��� ��� �������

�：火源の燃焼発煙速度（単位 kg/sec）��：煙生成率（単位 kg/kg）� ：火源の燃焼質量減少速度（単位 kg/sec）��：可燃物の燃焼熱量（単位 kW・sec/kg）�：発煙係数（単位 �／kg）�� �：減光係数（m－１）の煙の質量濃度

（kg／�）に対する比例定数（単位
�／kg）���：可燃物の種類により異なる定数
�：可燃物の加熱温度（単位 ℃）�：煙に係る火災成長率（単位 kg/sec３）

イ 最大火災規模及び火災継続時間

定常燃焼状態における最大火災規模


���や、出火から鎮火までの火災継続
時間��	�についても、建設省総合技術
開発プロジェクト「防・耐火性能評価技

術の開発」（平成１０年）において提案さ

れている、�換気支配条件、�可燃物支
配条件、�スプリンクラー設置という３
パターンの算定式を採用した。

! 温度、煙等に係る空間内の状況予測

温度、煙に係る空間内の状況予測につい

ては、種々の手法が存するが、一般性、火

災感知器の作動予測に係る適性等の観点か

ら、次の手法を採用した。

ア スポット型の熱感知器及び煙感知器：

Alpert の式（高温層形成の補正手段とし

て二層ゾーンモデルを併用）

イ スポット型以外の熱感知器及び煙感知

器：二層ゾーンモデル

ウ 炎感知器：Stefan-Boltzmann の式

" 火災感知器の作動予測

火災感知器の作動予測については、規格

省令第２条の規定をベースとして火災感知

器の種別ごとに作動条件を記述するととも

に、設計上の入力値や補正関数（RTI－C

モデル等）を提案、採用した。

# 火災感知器の作動時間の考え方

ア 自動火災報知設備は、火災が発生した

旨を防火対象物の利用者に早期に報知す

ることにより、初期消火、避難、通報等

の安全かつ有効な実施の確保を目的とす

るものであることから、火災感知器の作

動時間については、次のモデルを採用し

た。 �������������：防火対象物の利用者が火災を意識し
た時間（≒火災感知器の作動時間）��：防火対象物の利用者の初期応答時間
（＝行動を開始するまでの時間）��：避難に要する時間��：火災進展による滞在限界時間

イ また、現行の技術基準における作動時

空間分類 α

木製の家具等比較的燃焼性の低い可燃物を
収納する用途の空間

０．０１２５

一般の家具、事務用品、紙類等を収納する
用途の空間

０．０５

化学繊維、合成樹脂製品、大型可燃物等を
収納する用途の空間

０．２
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間等の想定、各種の防火安全設計法にお

ける許容限界等に係る調査・分析結果か

ら、火災感知器の作動時間の最大値����
の設定に当たり、火源の燃焼発熱速度Q

≒１MW（面積０．６２５�、火炎片が到達
する平均高さ約３mの火災規模に相

当）を１つの目安として設定した。

４ 燃焼実験等による火災感知器の作動状況の

確認

 消防研究所及び日本消防検定協会におい

て、天井高さ４m、８m、１５m及び２０mの

条件で、木材クリブ等の火災模型を燃焼さ

せ、温度、煙等に係る空間内の状況や火災

感知器の作動状況を測定した。

! また、消防研究所のルームカロリーメー

ターを用いた火災模型の燃焼性状確認実験、

CFD（Computational Fluid Dynamics）によ

るシミュレーションを実施した。

" これらの結果から、概ね次の事項につい

て確認することができた。

ア 火災模型の燃焼速度に係る測定結果か

ら、初期火災の想定火源として
����
は妥当である。

イ 空間内の温度及び煙の測定値とAlpert

の式等による計算値は、概ね一致がみら

れた。

ウ 熱感知器については、作動時間の測定

値と計算値は実用上十分な精度で一致が

みられたが、煙感知器については、かな

り異なるケースもみられた。

５ 火災感知器の設置方法のあり方

 火災感知器の設置方法に係る基本的な考

え方及び具体的な設置方法のあり方につい

て、前３をベースとする内容の提言をとり

まとめた。

! また、火災感知器の性能に応じた設置方

法を設定するためには、消防法令の技術基

準に前 の手法を位置づける必要があるこ
とから、導入に係る方針を次のとおりとり

まとめた。

ア 現行基準については、関係者にとって

メリットとなる面も存することから、「具

体的な例示仕様」との位置づけで、選択

可能なメニューの１つとして温存する。

イ 新たに追加されることとなる性能に応

じた設計条件についても、前 の手法を
直接的に適用した「詳細設計手法」のほ

か、（一定の安全率を加味のうえ簡略化

を図った）「簡易設計手法」をメニュー

として用意する。

６ 今後の課題

本委員会における研究により、火災感知器

の設置方法に係る基本的な考え方及び火災感

知器の性能に応じた設置に係る予測手法をと

りまとめることができたが、�煙感知器の正
確な作動予測、�簡易設計手法の具体化等の
点で課題が存する結果となった。

今後、火災感知器の性能に応じた設置方法

を具体化するに当たっては、これらの課題に

ついて更に検討を進める必要がある。
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１ はじめに

近年の危険物施設を有する事業所における

自主保安の進展状況及び市町村長等における

危険物規制に係る事務の簡素化、省力化等の

必要性の観点から、「規制緩和推進計画の再

改訂について」（平成９年３月２８日閣議決

定）において、一定の要件を満たす危険物の

製造・貯蔵施設等の変更工事に伴う完成検査

又は完成検査前検査（以下「完成検査等」と

いう。）に関し、自主的な検査を適切に行う

ことができると認められる者について所要の

検討を行うこととされました。

安全性を損なわないことを前提に検討を行

った結果、消防庁は、平成１１年３月１７日付け

消防危第２２号消防庁危険物規制課長通知によ

り、石油コンビナート等特別防災区域内等の

事業所のうち、市町村長等が、工事管理を含

む保安のための優れた体制を有することが実

績からも明らかであると認める事業所（以下

「認定事業所」という。）については、当該

事業所が行う危険物施設の一定の変更工事に

係る完成検査等について、当該市町村長等は

当該事業所の自主検査結果を利用して、現地

に赴かずに完成検査等を実施して差し支えな

いこととしました。

本稿では、当該認定事業所制度の概要につ

いて解説します。

２ 認定の対象、手続等

 認定を受けることが可能な事業所

認定を受けることが可能な事業所は、石

油コンビナート等災害防止法（昭和５０年法

律第８４号）第２条第２号に規定する石油コ

ンビナート等特別防災区域内又はこれらの

区域と同等の防災上の措置がなされている

ものとして認められる区域内にある事業所

が対象となります。

また、次に該当する場合には、認定を受

けることができないこととしました。

�当該事業所に設置されている危険物施設
の使用を開始した日から２年を経過して

いないもの

�当該事業所に設置されている危険物施設
において、「死者が１名以上又は重傷者

が２名以上発生した火災、爆発、漏えい

等の事故」又は「社会的影響が大きいと

認められる事故（危険物施設外に大量に

危険物が漏えいした事故、周辺住民への

避難勧告を伴った事故等）」が発生してか

ら２年を経過していないもの

�消防法第３章に規定する市町村長等の命
令（消防法第１２条の３に規定する緊急使

用停止命令を除く。）を受けて、当該命

令に係る改善措置を講じた日から２年を

経過していないもの

�認定を取消された日から２年を経過して
いないもの

! 認定に係る審査等

事業所の工事管理を含む保安のための優

れた体制を有することが実績からも明らか

であることを確認するために、市町村長等

は、次の審査項目について確認することと

しています。

ア 事業所等の保安体制

�本社における保安体制
�事業所における保安体制
イ 自主検査体制

ウ 事業所の保安実績

�事故の状況

認定事業所制度の概要について

危険物規制課
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�立入検査時の指摘状況
�完成検査及び感性検査前検査の際の指
摘状況

" 認定の有効期間及び認定の更新

認定の有効期間は５年間としています。

また、認定事業所が認定の有効期間の経過

後も継続して認定を受けようとするときは、

市町村長等に対し認定の更新の申請を行う

こととしています。

# 変更の認定

市町村長等は、認定事業所が審査項目に

係る保安体制等を変更しようとする場合に

は、変更の認定を行うこととしています。

ただし、保安体制等に影響を及ぼさない範

囲での人員の交代等軽微な変更等について

はこの限りではありません。

$ 認定の取消し

市町村長等は、認定事業所が次の事由の

一つに該当すると認めるときは認定を取り

消すことができることとしています。

ア 認定を受けることができる事業所の要

件に適合しなくなったとき

イ 事業所等の保安体制又は自主検査体制

が適切ではなくなったとき

ウ 認定の変更を受けることなく事業所等

の保安体制を変更したとき

３ 認定事業所制度の活用等

 自主検査結果を活用できる変更工事の範

囲

認定事業所の敷地内で行われる次の変更

工事については、市町村長等が現地に赴か

ずに、認定事業所の自主検査結果を活用し

て完成検査等を実施することが可能となり

ます。

なお、容量１，０００キロリットル以上の特

定屋外タンク貯蔵所の本体の変更工事等の

保安上重要な事項については、当該制度の

対象とはせず、従来どおり市町村長等が現

地で完成検査等を行うこととしています。

ア 完成検査

次の�～�に係る変更工事（ただし、
下枠内のａ～ｃに該当するものを除

く。）

�建築物及び工作物
�タンク（タンク本体、付属設備、防油
堤等）

（容量１，０００キロリットル以上のタンク

本体の工事は除く。）

�危険物取扱機器、配管等
�消火設備
（第１種、第２種又は第３種の消火設備

の新設又は増設（防護区域の拡大を伴

うものに限る。）を除く。）

�警報設備
（自動火災放置設備の新設又は増設（警

戒区域の拡大を伴うものに限る。）を

除く。）

�その他（電気設備、制御設備、標識、
掲示板等）

イ 完成検査前検査

容量１，０００キロリットル未満のタンク

の水張（水圧）試験を要する変更工事

! 完成検査等の実施方法

認定事業所において、市町村長が事業所

ａ 保安距離又は保有空地に変更を伴うもの

ｂ 移送取扱所（当該事業所の敷地内に存す

る部分を除く。）

ｃ 次の項目に該当するものとして、市町村

長等が変更許可に際して特に指示するもの

・製造プロセスに著しい変更をもたらすも

の又は製造施設の処理能力に著しい増加

をもたらすもの（容量１１キロリットル以

上の２０号タンクが新設されるもの等）

・当該変更工事に危険物の規制に関する政

令第２３条を適用したもの（特に一般的で

ないもの）

・法令適用基準の変更を伴うもの（一般の

基準から、高引火点危険物に係る特例基

準に基準の適用を変更する場合等）
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の自主検査結果を活用して完成検査等を行

う場合の手順は次のとおりとなります。

ア 完成検査について

�変更許可申請時
認定事業所は、自主検査を行う項目

を明らかにしたチェックリストを変更

許可申請時に申請書とともに提出し、

市町村長等の確認をあらかじめ受けて

おきます。

�完成検査申請時
認定事業所は、完成検査申請時に申

請書とともに、認定事業所が実施した

自主検査により、変更工事が許可どお

りに完成したことを証明する自主検査

結果報告書（完成検査用）及びチェッ

クリストを市町村長等に提出します。

�完成検査時
市町村長等は、認定事業所から提出

された自主検査結果報告書（完成検査

用）及びチェックリストを活用して、

現地に赴かずに完成検査を実施し、迅

速に完成検査済証を交付することが可

能となります。

イ 完成検査前検査について

�変更許可申請時
認定事業所は、変更許可申請時に完

成検査前検査において自主検査結果を

活用する旨を市町村長等に伝えておき

ます。

�完成検査前検査申請時
認定事業所は、完成検査前検査申請

時に、認定事業所が実施した自主検査

により、変更工事に係る液体危険物タ

ンクが水張（水圧）試験に関する基準

に適合していることを証明する自主検

査結果報告書（完成検査前検査用）を

市町村長等に提出します。

�完成検査前検査時
市町村長等は、認定事業所から提出

された自主検査結果報告書（完成検査

前検査用）を活用して、現地に赴かず

に完成検査前検査を実施し、迅速にタ

ンク検査済証を交付することが可能と

なります。

ウ 市町村長等の現地検査

市町村長等は、認定事業所において行

われる自主検査結果を活用することがで

きる変更工事であっても、必要があると

認める場合には、現地に赴き完成検査等

を実施することが可能であるとしていま

す。

４ おわりに

認定事業所制度は、工事管理を含む保安の

ための優れた体制を有することが実績からも

明らかであると市町村長等が認める石油コン

ビナート等特別防災区域内等の事業所におい

ては、一定の変更工事について当該事業所の

自主検査結果を活用して完成検査等を実施し

ても保安条支障ないと判断し、試行的に開始

しているものです。

この仕組みの運用については、自主保安の

進展の状況等を踏まえつつ、市町村長等及び

事業者双方にとって有益なものとなるよう留

意していく必要があると考えています。
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明石市は、東経１３５度の日本標準時子午線上

にあって瀬戸内海に面し、明石海峡をはさんで

淡路島を眼前に望むことができます。

気候は温暖で、古くは万葉歌人柿本人麿によ

って多くの歌が詠まれた風光明媚な地です。さ

らに、阪神都市圏と播磨臨海地域、そして海を

隔てて淡路・四国とを結ぶ位置にあり、海陸交

通のうえで重要な拠点となっています。

市の東と北は神戸市、西は加古川市、稲美町、

播磨町と隣接し、現在市の面積は４９．２０�、周
囲は６０．４�で最長距離は東西１５．６�（海岸線は
１５．９�）、南北は９．４�と東西に細長い街を形成
しております。

明石のまちのあけぼのを知るには、遠く１００

万年近い大昔にさかのぼります。明石海岸の地

層や海底からは「明石象」や旧石器時代の人類

とみられる「明石原人」など、哺乳類や豊富な

植物の化石が発見されています。

原始から古代・中世を経て近世へと明石のま

ちは発展を遂げて、江戸時代には小笠原家１０万

石（後に松平家８万石）の城下町として栄えた。

阪神と播磨との接点に位置する、という恵まれ

た地理的条件を生かし、交通のかなめとしての

役割も果たしてきました。

大正８年（１９１９年）１１月１日、全国で８１番目、

兵庫県下で４番目の市として市制が施行されま

した。当時の人口は約３万２千人、面積は７．７

平方キロメートルでありましたが、今日では人

口２９万５千人、面積４９．２０平方キロメートルを

擁する中堅都市に発展。特に、昭和３５年以降は

企業進出、住宅開発に伴う阪神都市圏からの人

口流入などを受け住宅都市・産業都市としての

成長が著しい街です。

ところで、明治１９年勅令によって日本標準時

が定められて以来、本市は『子午線の街』とし

て全国的にも有名となり、昭和３５年には国際地

球観測年を記念して『天文科学館』が東経１３５

度線上に建てられました。昭和６１年には日本標

準時制定１００周年を記念して「明石子午線まつ

り」を展開したほか、毎年６月１０日の時の記念

日には JR明石駅などで「子午線通過記念証」

を配布しています。なお、平成７年１月１７日の

兵庫県南部地震で大きな被害を受けた天文科学

館は約３３億８千万円かけ復旧され、平成１０年３

月１５日にリニューアルオープンしました。子午

線の標識でもある高さ５４メートルの塔やプラネ

タリウムなどの一連の施設は、改めて明石のシ

ンボルとして注目され、市民や本市を訪れる

人々も再び増加しています。

また、世界最長のつり橋である明石海峡大橋

が平成１０年（１９９８年）４月５日に開通し、本市

ではその記念事業として『ときめき明石・海峡

まつり'９８』を大橋が一望できるロケーション

にある大蔵海岸をメイン会場として開催し、１３２

万人との交流が図られました。

今年の３月２８日（日本時間２９日）には、海洋

冒険家・堀江謙一さんが、生ビールの空きだる

ま５２８個で造ったヨット「マーメイド�号」で、
米国・サンフランシスコの金門橋を出港し単身

航行で１０２日の長い旅を終え、７月８日の午後

２時ゴールの明石海峡大橋（明石市・大蔵海

岸）に到着し、盛大なセレモニーを行ったとこ

ろです。

当市は、古くから城下町として発展したこと

から、明治維新前に各町に町火消しが組織され、

全町で１０数台の龍吐水を設置して郡代役所がこ

れを統括していました。明治２７年（１８９４年）２

月には消防組規則の制定とともに東西２部の明

北から南から ◆各地の消防だより

「子午線の街・あかし」

明石市消防本部 消防長 河原 包行
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石消防組が設けられ、さらに昭和５年には常設

消防隊が設置されたところです。昭和２３年（１９４８

年）３月７日の消防組織法の施行により明石市

消防本部・消防署として発足し、平成１０年（１９９８

年）３月に自治体消防発足５０年を迎えたところ

です。

当市の消防組織は、１本部１署６分署職員２２５

名、１団４９ケ班１，０４０名をもって「あかしの防

災」を担っております。

ご承知のとおり、平成７年（１９９５年）１月１７

日の兵庫県南部地震では、当市で死者２６名、負

傷者１，８８４名、全半壊９，６１４棟と甚大な被害を被

りました。後、平成７年（１９９５年）１２月に「環

境調和」と「人間尊重」を基本とし、さらに強

固な防災都市へ発展させるための平成１７年

（２００５年）を目標とした「明石市災害に強いま

ちづくり計画」を策定し、同計画に基づき、海

水利用型水利システムや小型動力ポンプ付水槽

（１０t）車、飲料水兼用型１００トン貯水槽、耐震

性防火水槽の新設、更には４０M級はしご車、

指揮先行車、
型救助工作車の導入や高規格救
急車を全隊に配備したほか、消毒室の設置など

消防施設の充実強化を図ってまいりました。現

在は、「安心を生みだすまちづくり」「安心を支

えるまちづくり」の更なる実現をめざし、防災

拠点としての「新消防庁舎」と「防災センタ

ー」の建設に向けた計画を進めています。

全国では毎年約６万件の火災が発生し、およ

そ２千人の方が亡くなっています。特に秋から

冬にかけては、暖房器具やたき火などいろいろ

な所で火気を使う機会が多くなり、空気も乾燥

している日が多く、火災が発生しやすい時期と

なっています。消防庁では、このような時期を

迎えるに当たって、一人ひとりが火災予防の知

識を持ちそれを実践することにより、火災の発

生を防止し死傷事故や財産の損失を防ぐことを

目的として、１１月９日�から１５日�までの７日
間、全国的に火災予防運動を行っています。

期間中には、住宅防火診断、防火講習会、防

火指導など様々な行事を予定しておりますので、

積極的に参加して防火知識・技能の習得に努め

ましょう。

本年は『あぶないよ ひとりぼっちにした

その火』を統一標語とし、住宅火災による高齢

者等の死者を大幅に減少させることを目指す

「住宅防火対策」、さらには増加傾向にある放

火火災を減少させるための「放火火災予防対

策」への積極的な取組を始めとした重点目標及

び推進項目を次のとおり掲げて推進します。

１ 重点目標

 住宅防火対策の推進

! 地域における防火安全体制の充実

" 特定防火対象物等における防火安全対策

の徹底

２ 推進項目

 住宅防火対策の推進

ア 高齢者等の対策に重点を置いた死者発

生防止対策の推進

イ 住宅防火意識の高揚を図るための地域

に密着した広報の実施

ウ 広範な機会を捉えた住宅防火診断の実

施

エ 地域の実情を踏まえた住宅防火モデル

事業の推進

☆秋季全国火災予防運動

（予 防 課）

��������������� 広 報 資 料・１１月分 ���������������
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オ 住宅用火災警報器など住宅用防災機器

等の普及の推進

! 地域における防火安全体制の充実

ア 自主防災組織の整備充実

イ 放火防止のための自主防火体制の充実

ウ 在日外国人に対する火災予防広報の実

施

" 特定防火対象物等における防火安全対策

の徹底

ア 防火管理体制の充実

イ 防火基準適合表示制度（適マーク制

度）の適正な運用

ウ 避難施設等及び消防用設備等の維持管

理の徹底

エ 実態に即した消防用設備等の設置の推

進

オ 防炎物品の使用の徹底及び防炎製品の

使用の推進

カ 特定違反対象物に対する是正指導の推

進

キ 工場、倉庫等の防火安全対策の徹底

ク 文化財建造物の防火安全対策の徹底

また、火災予防運動の実施に当たっては、「火

の用心 ７つのポイント」を使って積極的に広

報を行っていきます。

～ 火の用心 ７つのポイント ～

１ 家のまわりに燃えやすいものを置かない。

２ 寝たばこやたばこの投げ捨てをしない。

３ 天ぷらを揚げるときは、その場を離れない。

４ 風の強いときは、たき火をしない。

５ 子供には、マッチやライターで遊ばせない。

６ 電気器具は正しく使い、たこ足配線はしな

い。

７ ストーブには、燃えやすいものを近づけな

い。

わが国の消防は、昭和２３年に自治体消防とし

て発足以来、昨年で５０年を迎えました。この間、

消防は皆様の生活の安全確保を図るため、消火

活動、予防、救急・救助、防災活動等の広範な

活動を展開しており、”地域防災の要”として、

それぞれの地域で活躍しております。

そうした中で、自治省消防庁では、さらに消

防に対する正しい理解と認識を深め、皆様の防

災意識の高揚、ひいては地域ぐるみの防災体制

の確立に資することを目的として、昭和６２年よ

り１１月９日を「１１９番の日」としております。

毎年この日には、各地の消防本部で、消防施

設の見学会、防火教室、消防音楽隊による防火

PRパレード等各種の行事を催しているところ

であります。

是非、皆様にもご参加いただき、消防をより

身近に感じてくださるようお願いします。

ところで、「１１９番の日」は、皆様と消防の結

びつきを象徴するダイヤルナンバーにちなんだ

ものですが、正しい１１９番通報とは、どのよう

なものかご存じでしょうか。

消火活動や救急救助活動は、１分、１秒を争

う時間との勝負です。消防本部では、通報によ

って、最も近い消防署から消防車、救急車等の

車両のうち最も適切な車両をただちに出動させ

ます。

もし慌てて、場所等を正しく伝えられなけれ

ば、消防車両等の現場への到着が遅れてしまい、

被害が拡大し大惨事となることや助かるはずの

命が助からなくなる場合もあります。

また、携帯電話等からの１１９番通報は、一部

の地域で使用できないことがありますので、こ

の場合、お近くの公衆電話等から通報願います。

なお、携帯電話等は、通報地点と異なる近隣

☆１１月９日は「１１９番の日」
―１１９番の通報は落ちついて正確に！―

（総務課・防災情報室）
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地域の消防機関につながることもありますので、

つながったら現在地及びその携帯電話番号を正

確にお伝え願います。

加えて、消防本部から通報内容について再度

照会する場合もありますので、通報後は、しば

らくの間、通報に用いた携帯電話等の電源を切

らないでその場におりますようお願いします。

皆様の正しい１１９番通報が、迅速・的確な消

防活動につながるのです。「私は、火事や事故

を絶対おこさないから必要ない。」とか、「慌て

ないで通報できるから大丈夫。」といった過信

は禁物です。

災害は、いつ、どこで起こるかわかりません。

自宅が燃えていたり、家族がケガや急病をした

りすると気が動転して、落ちついて正確に１１９

番通報ができなくなることも案外多いものです。

事実、火事の時に自宅の住所が言えなかった

り、急ぐあまり正確に言えなかった通報もたく

さんあります。

１１９番通報で大切なことは、次の５点です。

１火災・救急の別

「火事です。」又は「救急です。」とはっき

り言う。

２場所

住所は正しく、くわしく。

目印になる店の名前なども言い、わかりや

すく場所を伝える。

３火災・事故等の状況

火災・事故等の状況を正確にわかりやすく

言う。

４通報者の氏名・連絡先

「私の名前は、○○○○です。電話番号は、

△△△－□□□です（特に携帯電話等からの

通報の場合はその旨を伝える。）。」と通報者

を明らかにする。

５携帯電話等による通報の場合

通報後しばらくの間は、電源を切らずにそ

の場にいる（再度照会することもある。）。

いざという時に備え、電話機のそばに自宅の

場所の説明の仕方や電話番号などの必要事項を

書いたメモを貼っておくなど、ふだんから落ち

ついて正確な通報ができるように心がけてくだ

さい。

全国では毎年およそ２，０００人の方が火災で亡

くなっていますが、そのうちおよそ１，０００人は

住宅から発生した火災で亡くなっています。住

宅火災によって亡くなる方の中では特に高齢者

の割合が高く、平成９年中においては、過半数

が６５歳以上の方で占めています。また、これか

らの日本の社会において、さらに高齢化と核家

族化が進むことにより、一人暮らしの高齢者が

増えていくことが予想されることから、住宅火

災による死者の急増が懸念されるところであり

ます。

このことから、消防庁では、住宅火災による

死者の発生を防止する施策を「住宅防火」と命

名し、平成３年に策定した「住宅防火対策推進

に係る基本方針」及び平成８年に策定した「後

期５ヶ年計画における住宅防火対策のあり方」

に基づき高齢者を中心とした住宅防火対策を積

極的に推進しています。

○ 住宅防火診断とは

住宅防火診断は、住宅防火対策の一環とし

て実施しているもので、現在の家族構成、火

気使用設備の管理状況、内装等の不燃化・防

炎化、住宅用火災警報器・住宅用消火器等の

設置状況などをパソコンに入力することによ

って火災による危険性を「あんしん度」とい

う数値で評価するものです。

あんしん度とは、「防火対策を何も行って

いない場合」と比べて火災による死者を減ら

☆住宅防火対策の推進《住宅防火診断》

（予 防 課）
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すことのできる効果を百分率（％）で表した

ものであり、これを見ることよって、危険を

減らすために有効な防火対策を選ぶ目安とす

ることができます。

○ 住宅防火診断の受け方

住宅防火診断は、消防機関が高齢者世帯を

中心に無料で行っています。消防署員が各家

庭を訪問して、火気管理などの防火チェック

を行い、簡単な質問票に記入したり、その場

でパソコンを用いたりして実施します。特に、

全国火災予防運動の期間中には、各消防署に

おいて様々なイベントが開催されていますの

で、このような機会に、ぜひ住宅防火診断を

受けて、我が家の「あんしん度」を確認して

みてはいかがでしょうか。なお、実施方法等

は各地で異なりますので詳しくは最寄りの消

防署にお問い合わせ下さい。

平成９年中のたき火による火災は、４，４３０件

発生しており、これによる損害額は約２５億円と

なっています。また、たき火で火災となった経

過をみますと、空気が乾燥した風の強い日にた

き火をしたため、火の粉が風により飛び火して、

周囲の可燃物に燃え移り火災となったり、完全

に消えたと思ったものが再び燃えだして火災と

なったものなどがあります。

○ たき火による火災の経過別出火件数ワース

ト３（平成９年中）

「火の粉による飛び火」 １，８０４件 約４１％

「たき火の炎の拡大」 １，４０１件 約３２％

「消し忘れ」 ４８３件 約１１％

平成１０年中の火災概要においても、たき火に

よる火災は減少傾向にあるものの、一人ひとり

の火災に対するちょっとした不注意が件数増加

につながります。たき火をする際は、次の事項

に十分注意して、火災を起こさないようにしま

パソコンを用いて実施した住宅防火診断結果票

☆たき火による火災の防止

（予 防 課）
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しょう。

○ たき火を始める前の注意

・周囲に燃えやすいものがない場所で行うこ

と。

・火災警報、強風注意報、乾燥注意報等が発

令されているときは行わないこと。

・水バケツ、消火器等による消火の準備をす

ること。

・火災と紛らわしい煙が出ることが予想され

る場合は、事前に消防署に届け出ること。

○ たき火をしているときの注意

・たき火を行っている間は、その場を離れな

いこと。

・子供だけでは絶対にたき火をしない、させ

ないこと。

○ たき火が終わった後の注意

・再び燃え出さないよう完全に火が消えたこ

とを確認すること。

一方、市町村の火災予防条例により、重要文

化財等の周囲においてたき火等を禁止している

場所があります。これは、かけがえのない国民

の財産である重要文化財建造物等を火災から守

るために設けられているものです。

たき火はゴミや廃材を処理し、また、寒い日

には心身ともに暖まるなどの効果がある一方で、

ちょっとした油断や不注意から火災を引き起こ

す危険もあります。たき火をするときには周囲

の状況に気を付け、事前の消火準備と終わった

後の消火確認をしっかりと行い、たき火による

火災の防止に心掛けましょう。

我が国では、戦後最大の被害をもたらした阪

神・淡路大震災以降も、ナホトカ号海難・流出

油災害、平成１１年６月末豪雨災害などの事故・

災害が相次いで発生しています。

政府においては、このような事故・災害に備

えて、情報収集伝達体制の強化や緊急消防援助

隊の創設など防災体制の強化に取り組んでいま

す。しかし、地域の防災力の向上を図るために

は、さらに、防災を目的とする事業の積極的な

推進のみならず、まちづくりや住民生活の向上

を図るなどの様々な場面において防災に関する

視点を取り入れ、ハード・ソフト両面から防災

に配慮した「防災まちづくり」を推進すること

が必要です。

自治省消防庁では、平成８年度に、こうした

「防災まちづくり」の取り組みの中で、特に優

れた地方公共団体や地域のコミュニティ等にお

ける防災に関する様々な取組、工夫・アイディ

アを表彰する「防災まちづくり大賞」をもうけ

ました。

平成１０年度・第３回防災まちづくり大賞では、

自薦他薦を問わず、全国から寄せられた数多く

の事例の中から、次の９事例が自治大臣賞その

他の各賞を受賞されました。

・火山防災に関する啓発事業を実施している

「駒ヶ岳火山防災会議協議会」（北海道）～

自治大臣賞

・離島における防災活動のリーダー的存在とし

て期待されている「相島少年消防クラブ」（福

岡県新宮町）～自治大臣賞

・大震災を想定した、街なかで行う実践的でリ

アルな防災訓練を実施している「京島文花連

合町会及び向島消防署」（東京都）～消防庁

長官賞

・防災教育自作ビデオ「たけしくんの防災教

育」を自主的に制作・活用している、宝塚市

視聴覚センター・自主研究会「視聴覚教育研

究会」（兵庫県宝塚市）～消防庁長官賞

☆住民参加等による防災まちづくりの推進

（防 災 課）
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・津波災害に強いまちづくり（錦タワー）を整

備した「紀勢町」（三重県）～消防科学総合

センター理事長賞

・高齢者に優しい住まいづくりを目指して発足

した「新潟県建築士会三南支部見附ブロック

会・見附市消防本部」（新潟県）～消防科学

総合センター理事長賞

・ミニ防災展を開催している「中村医院」（愛

知県名古屋市）～消防科学総合センター理事

長賞

・地域に根づいた幅広い防災訓練・啓発・広報

活動を実施している「厚生防災隊宮後第一分

隊」（三重県伊勢市）～消防科学総合センタ

ー理事長賞

・手作り防火寸劇等による地域防火啓発を実施

している「生地婦人防火ひまわりクラブ」（富

山県黒部市）～消防科学総合センター理事長

賞

いずれの事例も「自分たちの地域は、自分た

ちで守る」という強い理念と連帯意識による自

主防災の推進、防災訓練の実施、防災意識の高

揚・啓発、施設整備等を行うことで、災害によ

る被害の軽減を図ることに寄与しています。

今後とも、全国各地域における「防災まちづ

くり」が一層推進されることが期待されていま

す。

近年、社会的に大きな反響があるような危険

物施設の火災等はあまり発生していませんが、

危険物施設における火災及び漏えい事故件数

（危険物事故件数）は平成６年を境にして年々

増加しており、平成１０年中の事故件数は過去１０

年間で最高の値になっています。

平成１０年中に全国の約５５万の危険物施設で発

生した危険物事故件数は４３８件で、このうち火

災は１５７件、漏えい事故は２８１件でした。

これらによる被害は、死者６名、負傷者９０名、

損害額３５億３，７７３万円でした。

危険物事故の発生原因をみると、火災の約７

割、漏えい事故の約４割が管理不十分、確認不

十分及び不作為などの人的な要因に起因して発

生しており、特に、基本的な確認を怠ったため

に発生した事故が多くなっています。

また、漏えい事故の約３割は配管等の腐食等

劣化に起因して発生しており、このことが火災

と異なり、漏えい事故の特徴となっています。

具体的には、作業員等の知識不足から弁の操

作を誤ったり、保安部門と作業部門との連絡不

備により操作手順を誤ったことなどの原因によ

り事故が発生しています。

最近の危険物施設における事故の傾向を紹介

しましたが、事業者の皆さんは、ちょっとした

ミスによる危険物施設の事故は、どの危険物施

設でも起こる可能性があることを再認識すると

ともに自分の事業所に潜在する事故の発生危険

を未然に排除するため、特に次の点に配意して

より一層の危険物施設における事故防止を図っ

てください。

１ 人的要因に関する事項

・各事業所で従業員や作業員等に対して実施

する保安教育は具体的かつ実効性のあるも

のとしてください。

・保安部門との連携を密にし、作業開始前に、

従業員等に作業手順の再徹底を行い、従業

員等１人１人が行うべき作業手順等を確実

に理解しましょう。

２ 腐食等劣化に関する事項

・定期点検を確実に実施しましょう。

・各事業所に応じた日常点検を実施するなど

により危険物施設の維持管理に努めてくだ

さい。

・各施設の老朽程度に応じた点検要領を定め

るなど、きめ細かい点検に努めてださい。

☆危険物施設の事故を防ごう

（危険物規制課）
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平成１１年防災功労者消防庁長官表彰について

昨年８月末豪雨災害及び台風１０号による豪雨

災害に際し功績のあった団体に対する平成１１年

防災功労者消防庁長官表彰が、去る８月９日�
１４時３０分から自治省７階講堂において、多数の

ご出席のもと盛大に挙行されました。

式典では初めに谷合消防庁長官の「式辞」の

後、受賞団体ごとにそれぞれ表彰状が授与され

ました。

最後に、受賞者を代表して、黒磯那須消防組

合消防本部消防監高久實氏が「謝辞」を述べ、

式典を終了しました。

閉式後、記念写真の撮影を行い、その後解散

となりました。

なお、受賞団体は、次のとおりです。

平成１１年防災功労者消防庁長官表彰受賞者

「平成１０年８月末豪雨災害」

福島県 郡山市消防団

須賀川市消防団

本宮町消防団

梁川町消防団

天栄村消防団

栃木県 黒磯那須消防組合消防本部

黒羽町消防団

湯津上村消防団

「平成１０年１０月台風１０号による災害」

岡山県 津山市消防団

吉井町消防団

御津町消防団

柵原町消防団

旭町消防団

久米町消防団

（総 務 課）
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平成１１年度防災功労者内閣総理大臣表彰について

平成１１年防災功労者内閣総理大臣表彰が、去

る９月３日�午前１０：３０分から総理大臣官邸に
おいて、内閣総理大臣をはじめ、多数のご臨席

のもと盛大に挙行されました。

今回受賞された方々は、毎年９月１日の「防

災の日」にちなんで表彰を受けられたもので、

災害の発生に際し、人命救助あるいは被害の軽

減のために多大な貢献をされた団体で、今回各

省庁の推薦を受けた２８団体が受賞され、そのう

ち消防庁推薦の受賞者は１３団体でした。

式典では初めに小渕内閣総理大臣の「あいさ

つ」の後、受賞団体ごとにそれぞれの表彰状が

授与されました。

最後に、受賞者を代表して郡山市消防団団長

細谷康久氏が「謝辞」を述べ、式典を終了しま

した。

閉式後、記念写真の撮影及び記念パーティー

を行い、その後解散となりました。

なお、消防庁推薦受賞団体は、次のとおりで

す。

平成１１年度防災功労者内閣総理大臣表彰受賞者

「平成１０年８月末豪雨災害」

福島県 郡山市消防団

須賀川市消防団

本宮町消防団

栃木県 黒羽町消防団

静岡県 三島市消防団

函南町消防団

「平成１０年９月末豪雨災害」

高知県 高知市消防団

山田消防組合土佐山田消防団

伊野町消防団

香南消防組合野市消防団

「平成１０年１０月台風による災害」

岡山県 津山市消防団

吉井町消防団

御津町消防団

（総 務 課）

（消防庁推薦団体）
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消火技術研修研修員が消防庁を訪問

消防庁では、国際協力事業団（JICA）と協

力して、開発途上諸国の消防分野の発展に寄与

することを目的として、消防関係者に対する各

種の研修を実施していますが、その１つである

消火技術研修に参加されている１０名の研修員の

方が平成１１年８月２３日�に消防庁を訪問されま
した。

消火技術研修は北九州市消防局が中心となっ

て研修を実施しており、昭和６３年度に開講して

以来、本年度で１２回目になりますが、同研修で

初めて女性１名（ジャマイカ）が参加されまし

た。

当日は、訪問された研修員の方から、厳しい

暑さの中においても、熱心に講義や実技訓練に

取り組んでいるとの報告がありました。

（消 防 課）
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トルコ国西部地震災害における国際消防救助隊の派遣について

平成１１年８月１７日９時０１分頃（現地時間１７日

３時０１分頃）、トルコ国西部のイズミット付近

においてマグニチュード７．８の地震が発生し、

倒壊建物数６０，０００棟あまり、死者数１５，１３５人以

上、負傷者数２３，９８３人以上（９月６日同共和国

地震対策本部の発表）の被害が出た。

１７日中にトルコ国から外務省に国際緊急援助

隊の派遣要請がなされ、消防庁には同日１６時３２

分に外務省から国際消防救助隊の派遣協議があ

り、消防庁長官は直ちに、消防庁、東京消防庁、

川崎市消防局、神戸市消防局、市川市消防局、

尼崎市消防局の合計２５名からなる国際消防救助

隊を編成し、トルコ国に派遣した。

今回は迅速な派遣を念頭に、先発隊１５名が同

日２１時５５分（発災後約１３時間）に、後発隊１０名

が翌日１２時（発災後２７時間）に、それぞれ成田

空港から出発した。

先発隊は、現地時間の１８日１９時４５分、トルコ

国の意向を受けイズミットの西約５０�にあるヤ
ロヴァの災害対策本部に到着し、活動区域等を

協議した後、同２０時（発災後４１時間）から翌朝

未明まで徹夜の検索救助活動を実施した。

また、後発隊は、１９日５時前に災害対策本部

に到着し、直ちに活動を開始した。

救助チームは、被災地の災害対応体制が十分

に機能する以前の状況下で、日中の気温が３７度

に達する過酷な条件のなか、現地当局の他NGO

グループとも連携を計り、多くの現場での人命

検索を心がけ、２２日８時（発災後１２５時間）ま

で、２夜の徹夜の活動を含む活動を継続した。

８４時間の現地活動の中、合計２１の活動地点で、

ガレキの奥深くを小型カメラで見る装置や電磁

波による生体覚知装置等を用いた検索を行い、

要救助者１２名を発見し、６名を救出した（５名

は死亡）。

１９日１１時４９分には、全壊建物のガレキの中に

生存者１名を発見し、救急救命士の隊員等が応

急処置を行いながら、救助用油圧ジャッキ等を

用いて１２時３８分（発災後５７時間３７分）に救出し、

その７４歳の女性を救急車に引き継いだ。

国際消防救助隊は、８月２４日午後（日本時

間）全員無事日本に帰国し、同日夜消防庁にお

いて自治大臣への報告及び解隊式を行った。

今回は、外務省をはじめ各派遣元消防本部に

よる迅速な派遣体制が機能したことと、隊員が

多くの地点で検索活動を行ったことが生存者の

救出に結びついたものと考える。

救助活動を終え帰国にあたり、トルコ政府や

現地の方々から日本の救助チームの活動に対し

て高い評価と謝意を受けたが、これは、高度検

索装置等を駆使した救助技術と、現場での被災

家族等に対する丁寧な対応がトルコ国民に理解

されたこと等によるものと理解しているところ

である。

（救 助 課）
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解隊式で野田自治大臣に活動報告を行う

北出総括官（消防庁救急救助課広域消防応援対策官）

成田から出発する国際消防救助隊

野田自治大臣、鈴木消防庁長官らと解隊式後記念撮影

する２５名の国際消防救助隊

任務を全うした国際消防救助隊を消防庁職員らが出迎え

野田自治大臣から隊員一人一人に慰労の言葉
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１ はじめに

阪神淡路大震災では、水利の破損によって

消火に必要な水量が確保できず、同時多発性

火災の延焼を阻止する事が大変困難でした。

消防として水利の確保に努めることは当然と

して、従来どおりの消防戦術によって大量に

水を使用して消火と延焼阻止を試みるだけで

なく、効率的に少ない水量で阻止できないか

という科学的対策が求められています。地震

国日本でのこの種の災害も今後発生しないと

もいえないし、世界的に見れば類似の災害は

まだまだ発生しうると考えられます。

以下、この課題に応えるべく急きょ開始し

た研究の中で、主に消火と延焼阻止に必要な

水量と延焼阻止に使用した薬剤の性能につい

て分析した結果を述べます。

２ 概要

 消火と延焼阻止について

延焼阻止の概念は消火とは異なります。

すなわち消火は、目的部分の燃焼を停止さ

せる概念であるのに対して、延焼阻止は限

定された領域のみ消火させ、他領域はその

まま放置して火災の拡大をそこに限定し、

進出を止めようというものです。したがっ

て延焼阻止帯は、燃焼領域の燃焼が停止す

るまで熱にさらされるので、この間これに

耐える耐火性能または手段が要求さます。

! 延焼阻止剤について

使用する延焼阻止用薬剤として、燐酸第

一アンモニウム（MAP）を１～２％と界

面活性剤を組み合わせて用いることとしま

した。燐安はセルロース系可燃物に対して

防炎効果が大きく、消火剤として使用され

てきました。実験室規模では、かなり希薄

な水溶液でも顕著な消火効果を有すること

が知られていますが、実大規模の消火、さ

らに延焼阻止にどれくらい有効であるかは

未知数です。大規模火災への実使用にあた

っては、価格や入手、運搬、混合労力の視

点から、濃度は薄くて済めばこの方が良い

ので、濃度は可能な範囲で低くして使用す

ることにしました。

界面活性剤は水の表面張力を小さくして

可燃物表面への付着や浸透性を高めようと

いう試みです。消防による消火放水では、

必然的に消火に関与しない、いわゆる無駄

水が多量に発生しますが、浸透と付着性能

を高めることにより、本来無駄となるべき

部分を減少させて可燃物表面への蓄積量の

増加に転化させることが可能です。この組

合わせによって、希薄な燐安溶液でも、同

濃度の水溶液と比べ、実質的に多く浸透付

着させ、消火、防炎効果を高めようという

試みです。

３ 実験

３．１ 目的

火災の強度及び規模が実大延焼火災を充分

に模擬することが出来ると考えられる大きさ

の実験を、消防隊が実戦的に延焼阻止を図る

ことを試験したものです。あくまで実験です

から、最小限の散水量での延焼阻止を試み、

水と薬剤の延焼阻止性能、必要水量を主とし、

その外大規模火災に関するデータを今後の資

料として得ることが目的です。

３．２ 実験方法

実験は基礎データを収集するための神戸で

消防研究コーナー ～消防研究所からのお知らせ～

大火災の延焼阻止技術の開発について

消防研究所
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の基礎予備実験と、東京豊洲での手持ちホー

スによる、より実戦的な実大実験を行なって

います。

３．２．１ 延焼阻止方法

実験期日と場所：平成８年３月４日～８日、

神戸市川重防災工業グラウ

ンド

：平成９年１月２９日、東京豊

洲東京消防庁訓練場

図１は豊洲における延焼阻止方法の概略図、

写真１は延焼阻止の光景です。

消防ポンプ車から水と延焼阻止剤を各々奥

行き３m、幅１０mに散布して、延焼阻止効果

の比較を行いました。神戸における予備実験

から、未燃焼領域への散布は、この強度の火

災ではほとんど効果の無いことが分かってい

ます。そこで火炎が３m幅の B領域を完全

に包んだ時点で、水および延焼阻止剤を各１

口の筒先をもって各 １々０mの幅に、５００l/min

で注水消火します。A領域の燃焼はそのまま

放置して、燃焼がB領域を突破しそうにな

ったときは、今度は２５０l/min で最小限の注水

を行って、B領域内の再燃領域を消火します。

以後この操作を、A領域の B領域近くの発

炎燃焼が停止し、延焼の恐れが小さくなるま

で繰り返します。

３．３ 実験結果

３．３．１ 消火と再燃阻止に必要な水量、延焼速度

表１は、予備実験で得られた、水と延焼阻

図１ 実大実験における延焼阻止方法

表１ 基礎予備実験における延焼速度の比較

写真１ 延焼阻止の光景

実験番号

散水条件
消火剤
使用水量
風向

延 焼 速 度（m/min）
消火後の目的クリブの延焼速
度（m/min）と減少率（％）

第１列
クリブ

第２列
クリブ

第３列
クリブ

（目的クリブ）

延焼領域に炎
あり

延焼領域に炎
なし

１

ノズル
水
４０４�
順風

０．７２ ０．６２ ０．２２
平均
（％）

０．１４（６４）

平均
（％）

―測定できず

２

ノズル
延焼阻止剤
７４２�
順風

０．４２ ０．３７ ０．２０ ０．０２９（１５） ―

３

手持ちホース
延焼阻止剤
８０４�
逆風

０．２０ ０．１８ ０．１６ ０．０２２（１４） ０．００３７（２．３）

４

手持ちホース
水
５９５�
逆風

０．０８５ ０．１６ ０．１３ ０．０２６（２０） ０．０９３（７２）
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止剤で目的域を消火した後の、延焼阻止帯の

燃焼速度の低下を比較したものです。

図２には実大実験における、放水開始から

実験終了までの注水の様子を示します。

４ 考察

４．１ 燃焼速度

表１の燃焼速度に示すように、延焼阻止帯

側に火炎が吹き付ける最強度の条件下で、延

焼阻止剤では水の１／４以下、又逆風の時に

は、水でも十分に大きな阻止効果があり、延

焼阻止剤と水の差はほとんど見られません。

火炎が無くなった後では阻止帯は、水では乾

燥してよく燃えたのに対し、薬剤ではほとん

ど燃え広がりませんでした。

４．２ 延焼阻止剤の散布量

図２に示したように、延焼阻止剤の使用量

は、消火時点でほぼ水の６６％、再燃阻止活動

のみの実験終了時点（点火５１分１６秒後まで）

では５３％、両方の平均では６３％となりました。

特徴として言えることは、水では間断無く注

水する必要があったのに対し、延焼阻止剤で

は１８分２４秒間も散布しない時間を稼げた事で

す。実験終了をどの時間までとするかなど、

解釈の仕方にもいろいろ考えられますが、こ

の規模の実験では、一応再燃の恐れの少なく

なった上記の時間までとしました。一般の火

災の有炎燃焼継続時間は通常は１５～２５分くら

いであり、その後の燃焼（グロー）の影響力

は小さく、鎮圧は容易であると考えられます。

４．３ 延焼阻止効果

延焼阻止剤の１８分２４秒の主な中断時間は消

火時間７．１分の２．６倍にも相当します。消火は

ぎりぎりの限界的な条件下で達成されたもの

だけに、図２の薬剤では、再燃阻止に必要な

量１トンを、消火中と同じく５００リットル／

分で予備注水しておくとすれば、９分０８秒間

で消火活動は終了します。この量を消火終了

時に引き続いて散布したとしても、浸透力が

高いので、この程度は保持出来たと考えられ

ます。この場合３７分３７秒の消火、延焼阻止活

動中、２８分２９秒の中断時間を稼げます。水で

は一本のホースが１０mの幅にずっと張り付

かなければならないとすれば、これは４．１倍

の展開能力（この規模で）に相当します。火

災規模が大きくなるほど再燃を押さえるため

に散布する量が多くなりますが、中断時間を

長く稼げることは、水単独の使用時に潜在的

に拡大し必要とするであろう水量を大幅に減

らすことが出来ると推測できます。燃料規模

の限定された実験以上のものが現実にはある

はずです。「少水量」の目的も、大元は「延

焼阻止」にあるのです。この視点から考えれ

ば、延焼阻止に有利な条件として、消防力の

効率的運用、すなわち展開力を十二分に発揮

できる事も挙げられます。実火災では延焼領

域が残っていると、この火災は短時間に容赦

なく拡大します。単位領域当たりの必要水量

に大差はないとしても、薬剤散布では再燃阻

止効果が大きく、延焼拡大速度が遅くなる事

実は、消防力を消火領域に張り付ける必要性

が無い事を証明しており、この間に効率的に

転戦できます。少し形は違うものの、少ない

水量で大火の延焼を阻止するという理想を達

成しています。

すなわち延焼阻止剤では、一旦消火した時

点で散布を停止しないで、引き続き短時間継

続散布しておけば、実験終了時刻まで再注水

しなくてすんだ可能性が高く、水では浸透力

に乏しいから、再注水の間隔が伸びるとして

も、かなり頻繁な注水がずっと継続的に必要

図２ 消火と延焼阻止活動中の注水量
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となったと考えられます。

図２の再燃阻止活動中の水と薬剤の勾配

（平均散布速度）は、もし薬剤が単に界面活

性剤水溶液であったとすれば、散布間隔は伸

びても同じ水の作用ですから、同じ勾配にな

ったはずです。勾配の差は、添加した燐安の

効果と考えられます。なお同図の薬剤の消火

散布中に１１秒間の中断時間がありますが、こ

れは筒先移動時に一旦放水中止したためで、

実質的には、連続放水と変わりはありません。

５ まとめ

延焼阻止剤では散布水の保持効率が高く、

これに燐安の再燃阻止効果が加わり、消火水

量が少なくなるのみならず、散布中断時間を

長く稼げます。延焼阻止剤を散布する上での

要領と、特性を列挙してみると、

 延焼阻止の目的には、火線から燃焼領域

側（炭化部）にかけて散布すること（直接

消火）が必要です。未燃部分（木質部）へ

の散布（間接消火）は、付着量が少ないせ

いで効果が小さくなります。但し、飛び火、

熱放射、接炎等により外表面部が着火する

恐れはあるので、予防の目的に、未燃焼部

分への予備注水は必要です。

! 延焼阻止領域への散布は、消火後も短時

間継続して、薬剤を充分に浸透させる事が

有効です。

" 風下側では界面活性剤と燐安入りの延焼

阻止剤が最適である。

# 風上側の延焼阻止には、水単独でも十分

に有効と考えられます。しかし濡れ水を使

用すればさらに効果的であると考えられま

す。燐安の使用は必ずしも必要としないが、

使用した方が安全です。

$ 消火部分の延焼阻止効果を燃焼速度によ

って比較したとき、延焼阻止剤は水に比べ

て、数倍（火炎が吹き込む時）ないし数十

倍（放射加熱のみの時）の効果がありました。

% 消火領域の再燃を水に比べて大幅に遅延

化できるので、消防力の迅速、広範囲な展

開を可能にします。

& 延焼阻止効果を水量だけで評価した場合

には、この規模で６０％程度にとどまったが、

これは規模の関数と考えられるので、規模

が大きくなるほど効率は高まると考えられ

ます。

なお、この延焼阻止剤を自動混合して放水

できるポンプ車を既に完成しているので、大

規模市街地火災のみならず、山林火災、倉庫

火災、タイヤ火災などの特殊火災にも応用出

来ると考えられます。研究結果の詳細につい

ては消防研究所に問い合わせてください。
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第４７回全国消防技術者会議の開催について

消防に関する技術開発、調査研究等の成果を発表し討議等を行う「第４７回全国消防技術者会議」を

下記により開催します。

記

１ 開 催 日 平成１１年１０月２１日�、２２日�の２日間
２ 開催場所 ニッショーホール（日本消防会館）

東京都港区虎ノ門２－９－１６

TEL０３（３５０３）１４８６

３ 会議内容  特別講演 「生活環境と災害とトイレ ―トイレから社会が見える―」

日本トイレ協会事務局長 上 幸雄 氏

! 火災原因調査をテーマとしたフォーラム

" 消防に関する技術開発、調査研究成果、災害事例の報告等をテーマとした研究発表

# 開発・試作機器等の展示・デモンストレーションによる発表

第２回全国消防救助シンポジウムの開催について

第２回全国消防救助シンポジウムを、自治省

消防庁の主催により、下記のとおり開催いたし

ます。このシンポジウムは、救助技術の研究成

果及び救助活動事例の発表や意見交換を行い、

救助技術の向上を図ると共に救助隊員等相互の

交流と親睦を深めることにより、救助体制の一

層の充実を図ることを目的とするもので、全国

の消防救助隊員や都道府県消防防災関係者等を

対象としています。

記

１ 開催日時

平成１１年１０月２９日� １３時００分～１７時１０分

２ 開催場所

東京都港区虎ノ門２－９－１６

「ニッショーホール」

３ 参加対象

全国消防救助隊員、消防学校関係者、都道

府県消防防災関係者等

４ メインテーマ

「救助活動に対する新たな科学技術の導入」

５ 内 容

 シンポジウム「ICE 列車事故における救

助救急活動」

山本保博先生（日本医科大学医学科教

授）を総括司会者として、北出正俊氏（自

治省消防庁広域消防応援対策官）、二宮宣

文氏（日本医科大学医師）の３名により、

昨年６月のドイツ国内で発生した ICE 列

車事故における救助救急活動の概要と日本

における多数傷者発生時の展望を語ります。

救急救助課

消防研究所

��������������� お 知 ら せ ���������������
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! パネルディスカッション

「救助技術に対する新たな科学技術の導

入と今後の展望」をテーマに各関係機関で

活躍されている方々に、現在・明日・近い

将来と３つのカテゴリーで救助活動につい

てディスカッションを行います。

" 事例研究

全国の消防救助隊員や消防防災関係者か

ら公募した事例について発表と意見交換を

行います。

６ 参加要領等について

参加要領等の詳細については、「第２回全

国消防救助シンポジウムの開催及び事例研究

発表の募集について」（平成１１年７月２１日付

け消防救第１８４号消防庁救急救助課長）を参

照して下さい。

なお、参加申し込みについては、すでに都

道府県を通じ受け付けを終了しております。

平成１１年８月の通知・通達について

発 番 号 日 付 あ て 先 発信者 標 題

消防危第７２号 平成１１年
８月３日

各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 メタノールを含有する自動車用燃料の取扱い
について

消防予第１９２号
消防情１５４号

平成１１年
８月３日

各都道府県消防主管部長 予防課長
防災情報室

消防用設備棟に係るコンピュータ西暦２０００年
問題についての調査結果について

消防特第１３６号 平成１１年
８月６日

関係都道府県石油コンビ
ナート等防災主管部長

特殊災害室長 石油コンビナート等特別防災区域の区域の変
更等に係る防災体制について

消防特第１３７号 平成１１年
８月６日

関係都道府県石油コンビ
ナート等防災主管部長

特殊災害室長 石油コンビナート地帯における航空機事故に
よる産業災害の防止について

消防災第６５号 平成１１年
８月１７日

各都道府県消防防災主管
部長

防災課長 地下室に係る洪水時の防災知識の啓発につい
て

消防特第１４３号 平成１１年
８月１７日

関係都道府県知事 消防庁次長 石油コンビナート等災害防止法の運用につい
て

消防特第１４４号 平成１１年
８月１７日

関係都道府県消防防災主
管部長

特殊災害室長 石油コンビナート等災害防止法の運用につい
て

消防危第７７号 平成１１年
８月１８日

各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 イエローカード（改訂版）の記載例の送付に
ついて

消防予第２１６号 平成１１年
８月２５日

各都道府県消防主管部長 予防課長 改修易操作性１号消火栓について

消防予第２０９号 平成１１年
８月２６日

各都道府県知事 消防庁長官 平成１１年秋季全国火災予防運動の実施につい
て

消防予第２１１号 平成１１年
８月２６日

各都道府県消防主管部長 予防課長 平成１１年秋季全国火災予防運動実施要綱の取
扱いについて

消防災第６６号 平成１１年
８月３０日

各都道府県消防防災主管
部長

防災課長 地下空間における緊急的な浸水対策の実施に
ついて

消防災第６７号 平成１１年
８月３１日

各都道府県消防防災主管
部長

防災課長 コンピュータ西暦２０００年問題に関する都道府
県消防防災担当課連絡会議の設置について
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新 鈴木消防庁長官

��������������� 自 治 省 辞 令（抜粋）���������������

（平成１１年８月１４日付）

氏 名 新 旧

谷 合 靖 夫 辞職 消防庁長官

鈴 木 正 明 消防庁長官 行政局長

（平成１１年８月３１日付）

氏 名 新 旧

三 宅 邦 明 出向
（厚生省厚生科学課主査へ）

救急救助課救急指導係長

佐久間 敦 救急救助課救急指導係長 厚生省保健統計室主査

��������������� 消 防 庁 辞 令 ���������������
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☆９月９日は救急の日

☆秋の行楽期における火災の被害防止

☆地震に対する日常の備え

☆適マーク制度の普及と理解の推進

☆火山災害に対する備え

☆テレビによる防災キャンペーン（１０月分）☆

９月の広報テーマ

消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp

編 集 発 行

消 防 庁 総 務 課

〒１０５―８４８９東京都港区虎ノ門

２丁目２番１号

TEL ��（����）����

編 集 後 記

９月に入り、「防災の日」や「救急の日」等全国各地で防災意識、救急医
療及び救急業務に対する国民の正しい理解と認識を深めることを目的として、
様々な行事が実施されました。９月１日の防災の日は、当消防庁内でも防災
訓練が実施されました。午前には東海地震対応訓練、午後には南関東直下の
地震対応訓練を想定した実践さながらの訓練でした。
さて、８月１７日にトルコ共和国の西部において発生した地震災害において、
倒壊した建物等の下敷きになった被災者の救出等のため、２５名の国際消防救
助隊（IRT）が現地に派遣され、連日長時間の救助活動を行った結果、７４歳
の生存女性を発災５７時間経過後に救助するなど計６名を救出し大活躍をしま
した。特に、今回は救急救命士との連携による救助であり、我が国の高度な
救助技術（電磁波探査装置等）を用いた救出活動は、被災地において高く評
価されたところでり、トルコ共和国政府からも感謝の意が表明されました。
国際消防救助隊は、今回１０回目の派遣となりますが、今後も、国際化が進
展する中で、国際消防救助隊の積極的な活動が、より一層期待されることと
思います。 （F.K）

ご 存 じ で す か ～ 防 災 ミ ニ 百 科 ～

放 送 日 主 管 課 テ ー マ

１０月７日 防 災 課 （仮）国際消防救助隊
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